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ブッシュ大統領と小泉総理大臣が、規制改革及び競争政策に関する分野別及び分野横断的な問題に焦点を

絞ることにより経済成長や市場開放を促進するとの目的で設置した「日米規制改革及び競争政策イニシティ

ブ」（改革イニシアティブ）は、今年で3年目を迎える。 

 

米国は、日本が有意義な経済改革を達成するための努力を継続していることを歓迎し、本年9月22日に小

泉総理大臣が、新内閣は「引き続き規制改革に力を注ぐ」とともに、「改革なくして成長なし」という政策

を堅持するとの表明をしたことを心強く感じる。 

 

本要望書に盛り込まれた提言は、主要分野や分野横断的課題にかかわる改革措置を重視しており、日本経

済の持続的な成長路線への復帰と日本市場の開放を促すものとなっている。さらに、米国は、通信、情報技

術（ＩＴ）、医療、エネルギー、競争政策など、小泉内閣が改革に重要であると位置付けた分野の問題に焦

点を当てた。 

 

本年の要望書において、米国は、地方における規制緩和および構造改革により成長を促すという革新的取

り組みである構造改革特別区域（特区）に特段の関心を寄せた。米国は、現在までに小泉総理大臣によって

迅速に設立された164の特区を歓迎するとともに、この取り組みの成功を確実にするために、引き続き構造

改革特別区域推進本部と協力できることを期待している。米国は日本に対し、特区で成功した措置が可及的

速やかに全国に拡大されることを要望する。 

 

米国は、総合規制改革会議が、広範な規制改革および構造改革を強力かつ積極的に提唱してきたことを称

賛する。米国は、日本が同会議（2004年3月31日に任期終了）を引き継ぐ新機関を設置するとともに、改革

の提言を実現するにあたり、積極的かつ有効な役割を果たすことができるよう、その権限を強化することを

要請する。また、米国は日本に対し、煩雑な規制を撤廃するという重要な職務をより効果的に遂行できるよ

う、十分な職員数と予算を新機関に確保することを要請する。 

 

提言の概要と詳論に盛り込まれた要望事項は、改革イニシアティブの下に設置された上級会合および作業

部会における今後一年の議論のたたき台となるべく日本政府に提出された。これらの会合は議論の結果に基
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づき、第3次年次報告を大統領と総理大臣に提出する。この報告書には、イニシアティブの下で達成された

進展が明記され、また両国政府が講じる改革措置も含まれる。 

 

改革イニシアティブの最初の2年間では、民間部門の代表が作業部会に参加し、広範な課題に関して貴重

な専門知識を提供し、所見を述べ、提言を行った。米国は今後、引き続き積極的に同イニシアティブへの民

間部門の参加を促すため日本と協力する。 

 

  米国政府は、日本政府に対し本要望書を提出できることを喜ばしく思うと同時に、日本からの米国に対す

る改革要望を歓迎する。
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電気通信 
 
 日本政府の政策と規制改革を促進しようとする努力がその成果を見せはじめるにつれて、日本の
電気通信分野における競争的な環境はこの数年で着実に発展をしてきている。このことはＤＳＬや
ＦＴＴＨなどのサービスへの増大している人気などに見られる数多くの先進電気通信技術の発展の
証拠である。日本はまた、無線インターネットサービスの最先端に留まっており、ＩＴ戦略本部が
最近仕上げた「ｅ?Ｊａｐａｎ ＩＩ」及び２００３年７月の情報通信審議会の「電波政策ビジョ
ン」においてこれらを重要な分野と認定している。２００３年７月に国会において承認された電気
通信事業法の改正は支配的事業者規制を適切に維持しつつ競合事業者への規制緩和を行うことによ
ってその流れに貢献した。 
 
「e-Japan II」は日本の政策がインフラ・レベルでの競争からサービスやアプリケーションにおけ
る競争へ焦点を移すべきであるという前提に基づいて作られている。しかしながら、どちらの分野
においても現状へ挑戦し、先進ネットワークとサービスへの移行を容易にし、市場の力を変化の主
体とし、競争環境の発展を阻害している古い規制を取り除いていくためにも大胆な改革が未だ必要
なのである。改革と技術革新から刺激を受けることによって構造改革が現在日本で進められている
ことを認識しつつも、本提言書によって、日本が非差別的な扱い、透明性、規制の独立及び説明責
任の原則をどのように維持していくかをより綿密に検討するよう米国は提言する。 
 
  昨年達成した進展をさらに積み上げるために、米国は電気通信作業部会へ引き続き政府及び民間
から専門家を招待し、先進無線技術・サービスなどの重要案件についてその見解を提供してもらう
対話の場を設ける事を提言する。さらに、米国は日本が以下の改革を２００４年に行う事を提言す
る。 
 
提言の概要 
 

• 非支配的事業者への規制緩和：規制義務を市場力と結び付け、市場力を持たない事業者の書
類提出、報告義務を減らす。 

 
• 規制の独立：規制機能を省の権限下から独立した機関へ移行し、ＮＴＴの業務上の意志決定
への総務省の管理を廃止する。 

 
• 透明性と説明責任：総務省の規制及び政策決定における公衆の参加を増やし、総務省の規制
決定の再考及び司法チェックをしやすくする措置をとる。 

 
• 競争上の安全策の強化：市場力を保有する事業者によるその力の濫用を回避するための支配
的事業者セーフガードを強化する。 

 
• 固定系相互接続：効率的に競争を促進させる、コストに基づく合理的な相互接続料金設定を
奨励する目的として、透明で客観的な見直し方法によって２００３年?２００４年の接続料
金算定方法の構造的欠陥を示す。 

 
• 携帯着信料金：ＮＴＴドコモのネットワークへの着信料金が合理的で、競争的な水準である
かを検査する方法を調査し、小売料金設定権における競争的中立性を確保する。 
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情報技術（ＩＴ） 
 
  日本は２００５年までに世界的なＩＴリーダーとなるという本来のｅ－Ｊａｐａｎ戦略に掲げて
いた主要政策目標の幾つかを既に達成しており、高速ブロードバンド・アクセス等のＩＴのための
先進基盤を発展させることに成功してきた。ｅ－Ｊａｐａｎ戦略の第二ステージの一環として、日
本のＩＴ戦略本部は「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－２００３」を公表し、ＩＴ利用の拡大に焦点を当
てた。米国はＩＴ戦略本部がＩＴ分野が構造及び規制改革を促進する主要な役割を担うことを認識
していることを支持する。米国はまた、日本政府がＩＴ分野の成長に拍車をかける必要性と日本経
済を活性化させる基礎としてデジタル・コンテンツなどの知的財産権を保護する重要性を認識する
よう求める。 
 
  ２００３年重点計画を進める上で、日本政府はＩＴが未だ公的分野においても民間においても十
分に利用されていないままであり、幾つかの主要分野において電子商取引の利用を促進し、ＩＴ利
用を発展させる必要性がまだあることを認識している。本年の提言は、（１）オンラインの事業者
間（Ｂ to Ｂ）及び事業者・消費者間（Ｂ to Ｃ）取引をしやすくし、（２）魅力的なコンテンツ
を発展させ、（３）人々の日々の必要性に直結した政府のオンライン・サービスなどに新しい情報
システムを育成し、（４）効率性と安全性を強化することに注目しながら、２００３年重点計画を
賞賛し、支持している。さらに、米国は日本が元々のe-Japan 戦略の主要目的である電子商取引を
引き続き阻害している法的及びその他の障壁を完全に排除するよう求める。 
 
  ２００３年重点計画に掲げられている通り、日本は日本経済を活性化へと導けるIT 分野の大きな
成長潜在力をうまく認識できるかどうかの重要な帰路に立っている。IT 利用を最大限に活用するた
めに、米国は日本政府が２００３年重点計画及び各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議の
「電子政府構築計画」を遂行する上で、技術的中立性、民間分野の指導力、透明性（パブリック・
コメントの機会）を確保するよう求める。最後に、ＩＴ活用の拡大において知的財産権が益々統括
した大きな役割を担っているため、米国は知的財産戦略本部及びIT戦略本部が知的財産権を適切に
保護し強化することを保証する具体的な措置をとるために緊密に調整を取り合うことを提言する。
米国は建設的で生産的な形で日本政府、IT戦略本部、知的財産戦略本部及びＣＩＯ連絡会議と協力
していくことを期待している。 
 
提言の概要 
 

• 規制その他の障壁：IT 及び電子教育を促進するため特別区域を全国的に拡大し、恒久化す
る；Ｂto ＢやＢ to Ｃの電子商取引を妨げる既存の障壁を排除する；IT 政策決定過程にお
いて民間の意見の取り入れを拡大する。 

 
• 知的財産権の保護：日本の音声録音及びその他の作品の著作権保護期間を延長する；デジタ
ル・コンテンツの保護及び知的財産権侵害に対する執行制度を強化する。 

 
• 電子商取引の促進：民間によるプライバシー保護自主規制措置と裁判外紛争処理を支持す
る；日本の新たなプライバシー法及びネットワーク安全指針の実施において透明性と省庁間
調整を保証する。 

 
• 政府 IT 調達：開かれた競争、技術的中立性、透明性及び民間主導の革新の原則を基に、Ｉ
Ｔ調達手続きの改革を実行する。 
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エネルギー 
 
 米国政府は、日本政府が 2003 年 6 月に「電気事業法及びガス事業法の一部を改正する等の法律」
（以下、「法律」）を採択した事を推賞する。この改革により、日本の電力小売市場においては２
００５年までに約６３％（現在の2.4 倍）、ガス小売市場においては２００７年までに約５０％
（現在の 1.25 倍）まで自由化範囲を拡大するという道筋が出来た。 
 
  エネルギー市場の継続的な自由化は、電力コストを国際競争力を持つレベルまで削減し、一般消
費者や業務用ユーザーのコスト削減を促進する。この事は、翻って、日本の産業の競争力を高め、
経済をより早く持続的成長へと回復可能にする。真に競争力のある市場を達成し、効率性を高め、
投資環境を改善するために、米国政府は日本に対して、新しいエネルギー改革法の目的が完全に達
成されるような方法で、迅速に透明性をもって具体的かつ詳細な省令等を実施するよう求める。米
国政府による以下の提言は、「法律」が描いている公平で、透明で、競争的で活気のあるエネルギ
ー市場促進のための日本政府による努力の支援を目的としており、また全体として、この重要な分
野で進行中の改革プロセスを支援する事を意図する。 
 
 
 
提言の概要 
 

• 独立した規制当局：経済産業省の電力市場整備課とガス市場整備課が、政界や業界から不当
な影響を受けないよう具体的な措置を取る。 

• 改革のスケジュール：電気事業分科会及び都市熱エネルギー部会において打ち出された自由
化のスケジュールを成文化する事により、電気およびガス市場の迅速な改革を確保する。 

• 電力とガス分野におけるインフラ設備の妥当性：競争的な電力市場を支えるのに必要な接続
容量に不備が無いかを査定する調査に着手する。導管網が未整備な地域における新規導管建
設のための投資に対してインセンティブを付与する。 

• 電力分野における公平性と透明性：市場参加者の信頼性を促進させる手段を講じる。例えば、
送配電部門の会計分離を行う；又、それが公平で透明な市場の形成に役立たない場合は、運
営上の分離へと方向を転換する。 

• 電力分野における中立性とアクセス：中立機関(NSO)に対する政府の有意義な監視を確保す
る。すべての市場参加者の送電線アクセスを促進するため、送電ルールを見直す。 

• ガス分野における公平性と透明性：料金認可の査定や監査の一層厳格な執行のための仕組み
を設立し、強化する。また、中立で公平な事後監視を行なう。 

• ガス分野における中立性とアクセス：一般ガス事業者以外の者のガス供給用導管の建設と改
良を促進する。ＬＮＧターミナル保有者とＬＮＧターミナルの第三者利用者間の交渉が非差
別的に行われる事を確保するため、詳細ルールを設定する。 
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医療機器・医薬品 
 
日本は、医療制度に非常に大きな負担を掛ける人口統計上の問題と直面しながら、重要な医療改
革を推し進めている。現在の労働人口は退職者一人に対し五人であるが、25 年以内にその割合は退
職者一人に対してたった二人となる事が予測されている。日本はその課題に対して、医療保険制度
体系の変革、新たな老人医療保険制度の創設、診療報酬体系の見直しに焦点を合せた、広範囲な医
療改革計画で対応を行っている。また、日本は医療機器・医薬品産業の国際競争力の改善に焦点を
合せた”産業ビジョン”という本格的な政策文章を発表した。米国政府は、医療改革計画と産業ビ
ジョンを、日本が最も革新的な医療機器・医薬品の早期導入を促進する事に全力を傾けているとい
う証拠として歓迎する。米国政府は、財政、薬事、保険償還、知的所有権の制度を改革する事によ
り、日本が産業ビジョンを政府の政策とする事を求める。 
 
産業ビジョンの中で、価格算定制度改革への包括的な手段を述べている。その中には、業界と医
療機器・医薬品の保険償還についての協議をし、革新の価値を認識する価格算定政策を実施する事
が含まれる。米国政府は、このアプローチを歓迎する。また、米国政府は、日本が診療報酬、長期
入院期間、そして、高い医療費などの関連を含む構造的な問題について検証する事を提案する。米
国政府は、日本政府に対し、短期的な財政削減を目的として施行され、革新性を減退させる結果と
なる恣意的な政策を排除する事を求める。 
 
  もう一つの医療制度改革の重要な措置として、日本は薬事法を改正し、医薬品・医療機器の承認
前及び承認を所管する新たな機関を設けた。米国政府は、承認審査の迅速化、医療行政の改善、そ
して、日本がバイオ・ゲノムの新しい時代に対応が出来ることが期待されるとして、医薬品医療機
器総合機構の設置を歓迎する。日本が、信頼性、効率、調和、そして、最新の世界科学の理念を取
り入れた医療制度構築に向け努力するに当たり、米国政府は、これらの原則を基に早急に新たな措
置を取るよう求める。 
 
提言の概要 
 

• 価格算定改革：革新的製品の価値を十分に認識する医療機器・医薬品の価格算定ルールを確
立し、革新的で安全な製品をより早く必要とする患者ニーズを考慮する。医薬品研究や医療
技術の進歩を認識し促進する為に、加算ルールを含む価格算定ルールを最大限に利用する。
革新性の価値を罰する、又は、認識をしないルールを廃止する。 
 
• 薬事制度改革：新たに設置される医薬品医療機器総合機構を通して、医療機器・医薬品の承
認及び市場導入前の期間の迅速化をする。新たな機関が設置されるに当たり、引き続き業界
との開かれた対話を続ける。実績、透明性を基準とし、承認及び承認前の過程の速度と質の
向上に直結するような手数料体系を確立する。  
 
• 血液製剤：需給計画の実施が外国製品を差別せず、価格ルールが公平に透明性をもって適応
される事を保証する。 
  
• 栄養補助食品の自由化：栄養補助食品の販売規制をさらに緩和する。  
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金融サービス 
 
 米国政府は、日本が 1995 年の「金融サービスに関する日米両国政府による諸措置」の実施や、日
本版ビッグバン構想の下で今日までに講じてきた措置などを通じ、金融システムを国内外からの競
争に開放する上で進展が見られてきたことを歓迎する。さらに、1998 年に設立された金融庁は、日
本の金融に関する規則の専門性と透明性を着実に高めた。 
 
  監督、会計基準、規則の透明性の改善や、競争への障壁となっていた数々の規制排除に伴い、日
本金融市場における公平なビジネスの展開が促進され、金融部門で際立った変化が見られるように
なった。証券会社、保険会社、金融機関の重要な買収が行われたこともあり、日本金融市場におけ
る外国企業のプレゼンスは高まっている。 
 
  しかし、監督と開示は改善されたものの、国際的な基準とベストプラクティスに沿った形で、金
融機関に対するわかりやすく整合性のある規則と監督の確立に向けて、日本がさらに前進すること
は肝要である。また日本は、消費者保護と同様に安全性と健全性を確保する目的に合致するよう、
競争への障壁となる不必要な規制を排除する努力を継続することが大切である。金融部門がより効
率的で競争力を持つことになれば、日本が潜在成長力を完全に取り戻すにあたり、極めて重要な役
割を果たすことになる。 
 
 
提言の概要 
 

• ノーアクションレター制度：ノーアクションレター制度が、金融サービス部門における規制
の明瞭性を確立するための有効な手段となるために必要とされる方策を取ることにより、透
明かつ効率的な規制過程を促進する。 

 
• 確定拠出年金：拠出限度額の拡大や、企業拠出に相応する従業員拠出の許可、および中小企
業が低コストで利用できるよう、確定拠出年金プランの提供事業者が作成するひな型（プロ
トタイプ）となるプランを認可することを通じて、同年金プランの発展と採用を奨励する。 

 
• 投資信託：投資顧問や投資信託管理活動を規定する規則の枠組みにおける不整合や重複を排
除し、グローバル・ベストプラクティスに基づいた投資信託パフォーマンスの基準を決める。 

 
• 電子認証：利用者が合意している場合、電子認証により、貸金業法に定められている開示要
求事項を貸し手が満たすことを認め、借手のセキュリティー、プライバシー、情報への容易
なアクセスを促進する。 

 
• 自主規制機関：自主規制や投資家保護など、公共政策的な役割を担う業界団体について、そ
の運営と意思決定過程の透明性と開放性を拡大する。 
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競争政策 
 
  先頃、公正取引委員会（公取）委員長が、「（日本における）構造改革及びその重要な一部であ
る競争政策等強化」の必要性を指摘した。積極的な競争の推進や保護は、新規参入や革新を助成し、
効率的で国際的な競争力のある企業の成長を促すことにより、日本経済の回復に拍車をかけるであ
ろう。最も重要なのは、公取の執行権と資源および独占禁止法（独禁法）の刑罰の強化による独禁
法違反の排除と抑止である。日本政府が、再活性化計画に必要な公的資金を奪い、経済改革の基礎
を危うくする談合制度を排除する努力を強化することもまた重要である。最後に、日本は、その規
制緩和計画中に、市場に基づいた競争原理を取り入れ、規制改革措置の効率性を最大限にすること
を保証する必要がある。  
 
よって、米国は、日本が以下の措置を講じることを要望する。 
 
 
 
提言の概要 
 

• 独禁法違反の防止：行政上の罰金（課徴金）の水準を売上の約 20％に引上げ、3 年間の課徴
金適用上限を排除し、違反を繰り返す相手に厳しい措置を課し、一層の刑事告発を促し、独
禁法違反を犯した相手を刑務所で服役させるよう裁判官に勧奨する。 

 
• 公取の執行力の強化：独禁法法人措置減免制度計画を導入し、公取に国税庁や証券取引等監
視委員会のような調査権限を与え、公取の経済分析能力を高め、刑事告発手続きを正常化さ
せ、排除措置命令の時効期間を 3 年に延長する。 

 
• 公取の資源：高度な法律や経済の教育を受けた者や公益事業市場の詳しい知識を持った者を
含む公取の職員と予算を増やす。 

 
• 談合の排除：談合をした者には、全国的に最低 9 ヶ月間に渡り、政府契約の指名を停止し、
職員の談合への関与を禁止する法律の下、省庁および地方政府の長により作成された調査報
告書を公表し、国土交通省が、談合の再発を防止するために、その関係機関である財団法人
経済調査会および財団法人建設物価調査会に対して講じた措置を公表する。 

 
• 競争の促進：通信やエネルギー等の規制が緩和された産業における新規参入への反競争的・
排他的行為に従事する既存の支配的企業に対する独禁法の執行を行えるような措置を公取に
与え、競争原理および分析が、規制緩和の過程で取り入れられることを保証するという公取
の役割を支持する。 
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透明性およびその他の政府慣行 
 
 長年、日本は公平性、予見可能性、説明責任を担保する透明性の高い規制制度の確立に向けて努
力してきた。その進展は見られたものの、市場に対する消費者、投資家、事業者の信頼が鍵を握る
長期的成長路線へと日本が復帰するには、更なる努力が必要である。日本は、国内・国外双方の企
業が規制制定過程に参加するための機会や情報に完全にアクセスする方法を示すことを通じ、より
魅力的なビジネスや投資環境を整備し成長を促すことができる。さらに、構造改革特区域（特区）
の設立や特殊法人の民営化を含む広範な経済改革策についても、透明性の確保は極めて重要である。 
 
不透明な日本の規制制度に対する継続的な懸念は、多くの場合、パブリック・コメント手続の運
用に関するものである。同手続きは効果的に運用されれば、透明性の高い規制制度および意思決定
制度を確立する上での中軸となりうる。日本政府は、1999 年の同手続き採用以降も、その運用効果
と公正性を高めるための努力をしてきたが、総務省による実施状況調査によると、同手続きの欠陥
が繰り返し明らかとなっている。総務省による2002 年度における「規制の設定又は改廃に係る意見
提出手続」の第 4回の実施状況調査は、日本の規制制定過程が依然として不透明であり、所管省庁
の裁量に過度に左右されているとの懸念を深めるものであった。同調査の結果によれば、提出され
た意見が最終規制に取り入れられた事例は依然として少なく、取り入れられた場合の多くにおいて
もそれらは実質的なものではなかった。また、パブリック・コメントの対象とされた案件のうち、
意見募集期間を少なくとも30 日間と設定していた事例は半数しかなく、34.6％の事例においてはそ
の意見募集期間は 21 日未満であった。多くのパブリック・コメント案件が極めて複雑な課題である
ことを鑑みると、これらの複雑な課題に対して詳細なコメントを提出するには、この意見募集期間
の設定は明らかに不適切である。このため、米国は現在進められている日本の構造改革の取り組み
を促進するとともに、すべての参加者が政府の情報・政策決定過程に適切、効果的、かつ平等にア
クセスできるよう、日本政府が規制制度において下記の改善を図ることを提言する。 
 
 
提言の概要 
 

• パブリック・コメント手続：最低３０日間の意見募集期間の設定を義務づけることによ
り同手続の有効性を高め、同手続の機能を広く議論するための公開シンポジウムを政府、
ビジネス、その他の関係者の参加のもと開催すること。  

• 構造改革特別区域（特区）：市場参入の促進に焦点を当て、特区が透明かつ非差別的な
形で今後も設立されることを確保し、また、新たに設立された評価委員会は透明かつ建
設的な評価を行い、特区での措置が成功した場合には、その措置をできる限り迅速に全
国レベルに拡大することを確保すること。 

• 市民参加による法案策定：政府が法案を国会に提出する前の法案策定段階において、一
般市民が法案に対してコメントする更なる機会が与えられるよう措置をとること。 

• 特殊法人の民営化：特殊法人の再編や民営化のプロセスにおける透明性および民間部門
が意見表明できる意義ある機会を確保すること。 

• 郵便金融機関：郵政事業の民営化が透明な形で実施され、郵便金融機関の取扱商品の拡
大を抑制し、民間の同業者に適用されているのと同一の規制基準が郵便金融機関にも適
用されることを確保すること。 
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法務サービスおよび司法制度改革 
 
  日本において、規制制度および構造改革を支援し、国際ビジネスのニーズを満たす法務環境を創
造することは、日本の経済回復や構造再編にとって極めて重要な要素となる。日本の法務制度は、
国際的法務サービスの効率的提供を求める市場のニーズに対応できるものでなくてはならず、規制
緩和が進捗するなかでの企業取引きに対して、健全かつ効果的な基盤を提供するものでなければな
らない。 
 
  米国は、日本が、最近、”外国弁護士による法律事務の取扱に関する特別措置法”ならびに”弁
護士法”を改正することにより、外国弁護士(外弁)と日本弁護士（弁護士）との間の提携の自由に
関する規制を実質的に取除いたことを高く評価する。しかし、日本における法務サービスの利用者
が、最近の法改正の便益を最大限に享受することを可能ならしめるためには、更なる自由化措置が
必要である。同様の趣旨において、米国は、日本が司法制度改革の分野において成し遂げつつある
前進を高く評価し、この分野、特に行政機関による行為に対する司法による監視効果の増大という
点について、日本の継続的努力を期待する。 
 
これらの理由により、米国は、日本が以下の措置を講じることを提言する。 
 
 
提言の概要 
 

• 提携の自由：弁護士と外弁間の提携の自由を認めた最近の法改正が、2004 年 9 月までに施
行されるように必要な措置を執る；日本弁護士連合会（日弁連）および地方弁護士会が、改
正法の実施にともなう規則および規制の採択に際して、外弁が完全な投票権を有する会員と
して参加することを認めること、また、規制・規則の原案を公表し、パブリック・コメント
手続に付することを担保する。 

 
• 外弁の資格基準：外弁が日本において原資格国法に関する業務をおこなった全ての期間を、
外弁資格における 3年の職務経験要件に算入することを認める。 

 
• 専門職法人と支所：日本弁護士と同等の位置づけで、外国弁護士が専門職法人を設立するこ
とを認める；日本弁護士による専門職法人と同等の位置づけで、日本弁護士と外国弁護士に
よって、あるいは外国弁護士のみによって形成される法律事務所が、日本全国において支所
を開設することを認める。 

 
• 司法による行政機関の監視：行政による規制行為の結果、損害を被った全ての人々が裁判所
に提訴することを可能ならしめるために、行政による規則、決定に対する司法による再審理
を求める人々に課せられた既存の要件について、必要な修正を検討する。 
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商法 
 
 積極的な企業再構築やより良い企業統治は、日本経済を再活性化し、持続的な成長路線への復帰
を助ける。リストラを達成するためには、近代的な合併手法が日本においてより容易に利用可能な
ものとなる必要がある。改正産業活力再生特別措置法のもとで、三角合併およびキャッシュ・マー
ジャーを認めることにより、日本は最近有益な第一歩を示したが、これらの手法を利用するに際し
て依然として障害が残り、また、同法の範囲外において合併を模索する企業は、それらの手法を利
用できない。優れた企業統治の導入も、また、生産性の向上、経済的に健全な意思決定を通じて、
経営者が株主利益を最大化しようと努力することを確保し、日本企業の業績を改善する。優れた企
業統治は、株主、特に年金基金や投資信託などの大規模な組織的株主による経営への積極的な参加
を必要とする。優れた企業統治は、また、株主や規制当局が経営に対して適切な監督を行使しうる
ことを確保することを目指し、企業による法律および規制の遵守違反を報告する内部告発者を勧奨、
保護することによっても促進される。最後に、日本は、企業が効果的かつ経済的に紛争を解決する
ことを助ける裁判外紛争処理 (ADR) メカニズムを整える環境を創造する必要がある。 
 
  これらの理由により、米国は日本に対して、以下の措置を講じることにより、商法改革に向けた
これまでの行動をさらに上積みすることを要請する。 
 
 
提言の概要 
 

• 近代的合併手法の導入：より広範にわたる近代的合併手法の使用を認めるという提案を、
2003 年末までに公表される 2004 年度商法改正の中間試案に含めることを確保する；これら
の合併手法を利用する際の障害を除去すること。 

 
• 委任投票を通じた株主利益の促進：すべての政府系年金基金、投資信託、登録された投資運
用会社が、投資利益の最大化を目指した株主委任投票に関する政策を採用し、それらの政策
と実際の投票記録を公表することを確保する；民間年金基金の運用責任者に対して、委任投
票政策あるいは指針を採用し、受益者の利益のために議決権を代理行使することを勧奨する。 

 
• 内部告発者の保護を通じたより良い企業統治の奨励：企業による 証券取引法に関連する法
律や規制違反、あるいは株主に対する欺瞞行為、不当な情報提供に関しての証拠を報告した
従業員を報復から保護するための法制を2004 年 3月までに導入する；株式公開会社に対し
て、従業員が企業による欺瞞行為あるいは証券取引法関連の法律、規制違反を秘密裡に匿名
によって報告することを可能にするためのメカニズムを採用することを義務付ける。 

 
• 裁判外紛争処理 (ADR) メカニズムの育成：非弁護士がADR 手続において仲裁者、調停者と
しての、あるいはその他の中立的役割を果すことを認める法案を2004 年中に提出するこ
と；日本によって提起されるいかなる ADR 体制も、ADR 中立者あるいはサービス組織に対し
て強制的免許制を求めるものではなく、また、ADR に関する規則、手順、基準は ADR 手続を
使用する関係者によって柔軟に採用されうることを確保すること。 
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流通 
 
 商品を迅速に安価な料金で配送する能力は、近代経済では不可欠である。例えば、健全な航空貨
物産業により可能になった「ジャスト・イン・タイム」供給システムにより、小売業者、製造業者、
消費者は恩恵を享受している。航空貨物産業は近年急激な成長を遂げ、現在では、国際的な事業展
開や商品・情報の迅速な流通に欠くことのできない手段となった。米国は、今年前半から可能にな
った国際物流特区における時間外手数料の削減措置を称賛する。しかし、航空貨物産業がもたらす
経済的利益を最大限に享受するために、より多くのことがさらになされなければならない。通関手
続きの一層の近代化に加え、米国は日本に対し、国際空港における着陸料を合理的な水準に改める
よう求める。 
 
  世界的に見て、クレジットカード、デビットカード、ＡＴＭカードの利用の急速な増加に伴い、
消費者の利便性が向上し、小売業界は恩恵を受けている。北米および欧州では、全購入の34％がこ
れらのカードでなされるが、日本では 8％のみである。米国政府は、もし実施されれば、商品の移
動を迅速化し、消費者の利便性を改善し、また消費者の選択肢拡大につながる規制および政策提言
を下記のように記す。 
 
 
提言の概要 
 

• 空港着陸料の改革： 成田空港と関西国際空港の着陸料を速やかに削減する。オープンかつ
透明な方法で着陸料を設定し、それは実際のサービス提供コストに基づくものとする。 
 
• 航空会社による航空券の販売：消費者に恩恵をもたらすような競争市場を創出するために、
航空会社の航空券に対するＩＡＴＡ運賃の 70％割引下限の実施を取りやめる。 

 
• 価格設定に関する 2重の足かせ：航空会社による運賃価格設定が、市場状況に反応しより柔
軟に行えるよう、30日前の運賃変更届出制を廃止する。 

 
• 税関の時間外手数料：国際物流特区における時間外手数料をさらに低減する。 
 

• Ｕ申告利用の拡大：「Ｕ申告制度」を東京航空貨物ターミナル以外の他の保税倉庫にも拡大
する。 

 
• 通関情報処理システム（ＮＡＣＣＳ）：Ａｉｒ-ＮＡＣＣＳ料金体系の更改と改善に関する
中間よび草案段階の最終報告書に対するパブリック・コメントの機会を設ける。 

 
• フレイトフォワーダー契約：外国航空会社が日本国内の宅配便に関する契約を日本の航空会
社と結ぶ権利を認める。 

 
• 課税計算に関するＦＯＢ価格（本船積み込み渡し価格）：輸入商品のコストを低減するため
に、課税計算に関してＦＯＢ価格方式を取り入れる。 

 
• クレジット/デビットカードおよびＡＴＭサービス：日本の小売業者や消費者利益をもたら
すよう、クレジット/デビットカードの利用を促進する。 
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電気通信 
 

Ｉ．不必要なルールの排除、規制の独立性の強化、さらなる透明性の促進 
 
  昨年始まった改革を基に、総務省は事業者がビジネスに必要なコストを減らし、顧客が求めるサ
ービスをより迅速に提供することを可能にする不必要な規制の排除への法的基盤を確立した。総務
省がこの規制緩和を実行するために以下の措置をとることを提言する： 
 
I-A.  競合事業者への規制緩和：総務省が競争的市場において非支配的事業者のために以

下の措置をとることを米国は提言する： 
 
I-A-1.  電気通信サービス提供者によるいかなる申請も義務づけない分類免許を与える。 
 
I-A-2.  約款認可義務をインターネット上の告示に変え、総務省の事前手続きを撤廃する。 
 
I-A-3.  契約サービスについては、全ての許可、届け出義務を撤廃する。 
 
I-A-4.    相互接続、委託及びその他の競合事業者間の事業取り決めについては、全ての許可、

届け出義務を撤廃する。 
 
I-A-5.  固定系サービスプロバイダーの最初の免許取得については、サービスの一般的範囲

やネットワークの説明を超えた詳細なコストの理由付け、経理の推測やネットワー
ク計画情報を提供する義務を撤廃する。 

 
I-A-6.  固定系サービスプロバイダーのネットワークの拡大については、全ての認可手続き

を撤廃し、一般的な短い説明を求める届け出義務に限定する。 
 
I-A-7.  事業者に対して、サービスを提供するために波長ベースのＩＲＵ（無効にできない

使用権利）を獲得し、使用することを許す。 
 
I-B.  透明性の促進及び規制独立性の強化： 総務省及びその前身である郵政省は長い間規

制決定過程を既得権者の影響から守ることの困難を経験してきた。新規参入者の犠
牲を基に、政府との結びつきの歴史を持つ大会社へ恩恵をもたらすという最近の決
定は規制の独立とアカウンタビリティ（説明責任）を支持する措置の大きな必要性
を証明している。規制の独立性と透明性を強化するために米国は以下の措置を日本
がとることを提言する： 

 
I-B-1.  規制機能を直接的な政治のコントロールを受けている省庁の権限から離し、完全な

る独立機関へ移行する。 
 
I-B-2.  ＮＴＴ株の日本政府保有要件や外国資本、管理役割の制限をなくす。 
 
I-B-3.  事業計画や人事決定を含むＮＴＴの経営運営に対する省庁の干渉を排除する。 
 
I-B-4.  反競争的行為を処罰するための意味ある制裁当局（罰金徴収、被害の支払命令、免

許の差し止め等）を確立し、利用する。 
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I-B-5.  これらの目的のために、以下を含める中期的措置をとる： 
 
I-B-5-a.  紛争処理行為の透明性を最大化するなど、日本の電気通信事業紛争処理委員会の運

営及びその実行力を強化する。 
 
I-B-5-ｂ.  特定の電気通信事業者と何らかの金銭的結びつきのある職員がその事業者の競争的

立場に影響を与える決定においていかなる役割も担わないことを確約する基準を公
表する。 

 
I-B-5-ｃ.  規制案件においてなんらかの役割を持つ総務省幹部職員にかれらの規制管轄下にあ

る会社との関係を示す金銭面での宣誓供述書を提出させる。 
 
I-B-6.  更なる規制のアカウンタビリティの育成のために、規制決定の再考及び司法による

チェックを可能とする具体的な措置をとり、規制当局者と裁判所が合理的な時間の
枠組みの中で効果的にそのような案件を採り上げられるようにすることを保証する。
特に、 

 
I-B-6-ａ．  規制当局者の判断や決定によって圧迫を受けたいかなる人もその決定を再考するよ

うに請願できる透明な手続きを採用し公表する。 
 
I-B-6-ｂ．  規制当局者の判断や決定によって圧迫を受けたいかなる人もその決定を司法チェッ

クにかけるよう求められる透明な手続きを採用し公表する。 
 
I-B-6-ｃ．  判断や決定の基となる公的記録全てを入手可能とし、特別な利害が規制過程に優先

的に入り込まないようする透明な手続きを採用し公表する。 
 
I-B-6-ｄ．  総務省主催の研究会の人選プロセスをオープンにして、全ての利害関係者が参加で

きる機会を与えられるようにする。 
 
II. ネットワークアクセス及び競争促進 
 
  ボトルネック設備への競合事業者のアクセスは日本政府の主要目標である施設ベース及びサービ
スベース競争促進のために必要不可欠なものである。２００３年７月に出された「ＩＰ化等に対応
した電気通信分野の競争評価手法に関する研究会」の提言にあるとおり、総務省は変化しつつある
市場において競争政策の見直しの必要性を認識している。この状況に鑑み、日本が電気通信のため
の競争的環境を改善するための具体的な措置をとることができると米国が信じる分野を引き続き確
認していく。関連案件は以下の通り： 
 
 
II-A.  支配的事業者規制及び競争セーフガード：米国政府は、改正された電気通信事業法

に基づく規則と省令が日本市場において支配的な地位を保持する事業者に特に義務
を保持させ、適切な組織にこれらの義務を執行させる権威を与えることを提言する。
特に、米国は 日本が以下の措置をとることを提言する： 
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II-A-1.  電柱、管路、とう道、線路敷設権への非差別的なコストベースのアクセスを法律あ
るいは規則において保証し、それらのアクセスに透明な価格設定方法を適用する。 

 
II-A-2.  データサービス同様音声サービスについても支配的供給者による価格設定の濫用を

評価する方法を確立する（例：インピュテーションテスト）。 
 
II-A-3.  ＮＴＴ東西が新しい種類のサービスへ業務拡大する際のパラメターを遵守している

かの毎年の検査の中で、ネットワークアクセス及び競争事業者への扱いに関する十
分なデータを公表する。 

 
II-A-4.  競争事業者によって利用されている専用線が合理的で競争的な価格によって提供さ

れているかを評価するために公表された情報に基づく透明な措置を確立する。 
 
II-A-5.  支配的事業者が、規制を受けていないサービスを補填するために、規制を受けてい

るサービスからの収入を反競争的に利用することがないよう規則を設ける（例えば、
関係会社との分離取り引きルール)。 

 
II-A-6.  報告義務を含め、競争関係実施測定基準及び基準不履行への金銭的罰則を整備する。

このような基準は、競合事業者が必要な全てのネットワーク及び施設の提供、サー
ビスの質及び修理や保守において支配的事業者が自分自身あるいはその関係会社へ
の扱いと競合者への扱いを同等にするためのものである。 

 
II-A-7.  支配的事業者が彼らの伝統的な独占的サービス以上の業務拡大を求めて入る場合、

一つの市場における独占的地位を市場力を獲得するために濫用させない適切なセー
フガード措置を遵守させるようにする。 

 
II-B.  固定系相互接続：総務省が（専権事項だとして）最近長期増分費用方式（ＬＲＩ

Ｃ）の実行方法を変えたため、接続料金が大幅に値上がりし、新規参入者のＮＴＴ
グループ会社と競争する力が深刻に侵食されることが予測される。効率的な競争を
確保するに料金設定過程を改革することは外資系及び国内の全ての競争事業者にと
って重要な優先問題である。特に、米国は総務省が以下の措置をとることを提言す
る： 

 
II-B-1.  ２００３年度からの従量接続料金からどのようにＮＴＳコストを排除するかを決定

するために、全ての利害関係者のコメント及び見解に公開する形で、接続料金とそ
の体系の一般による見直しを実行する。 

 
II-B-2.  何らかの新しい制度を導入する前に、ＮＴＴ東西が既存の月額料金によってＮＴＳ

コストを吸収できるかどうかを客観的に評価することを開始し結論を出す。 
 
II-B-3.  ＮＴＴ東西に対して透明で公的に立証できる方法で以下の項目を文書で証明させ

る： 
 
II-B-3-a.  正確にどのコストが月額の加入者線料金から回収されているのか。 
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II-B-3-b．  それらのコストがどのように認定され、異なるサービス間（ＩＳＤＮ，ＤＳＬ、専
用線等）でどのように配分されているのか。 

 
II-B-3-ｃ． すでに施設設置負担金や減価償却料金や利用可能な利益マージンで回収されている

これらのコスト回収の前提はなにか。 
 
II-B-4.  トラヒックデータが料金精算をすべきと示す場合、清算を行う前に以下の措置をと

る： 
 
II-B-4-ａ． そのようなデータを独立的に監査し、その評価方法を公的に文書で提出し、公表し

コメントを募集する。 
 
II-B-4-ｂ． トラヒックデータの入力値の変化と共に、機器単価などの他の入力値も提供させ変

更前の全ての変化を盛り込む機会を与える。 
 
II-B-4-ｃ． ＩＰ電話への移行や他の先進技術サービスなどの変化によって影響を受ける全ての

ネットワーク費用計算に、そのような新しいサービスの成長を助けているネットワ
ーク要素からＮＴＴが得ている追加的な収入を考慮する。 

 
II-B-5.  ＮＴＴ東西に対してそれぞれの地域におけるコストの違いを考慮して、コストに基

づく接続料金をそれぞれに設定させる。地域事業者間で接続料金に違いをもたせる
際には反競争的な価格圧縮の危険（及びそれを防止する措置）を検討する。 

 
II-B-6.  広範囲なネットワークアクセス機能へのビル･アンド･キープ コスト回収方法への移

行を検討する。 
 
II-B-7.  ＮＴＴ東西間の相互補助の源として接続料金収入を利用する現在の体系を廃止し、

そのような補助が競争的に中立なユニバーサル・サービス基金によって補助される
ようにする。 

 
II-B-8.  支配的事業者の市場力を考慮して、ＩＰ電話を提供する事業者間同様、アナログと

ＩＰベースの音声電話ネットワーク間の接続協議に関する紛争を解決するために事
業者が電気通信紛争処理委員会に助けを求められるよう確約する。 

 
 
II-C.  携帯着信料金：米国は日本が以下の措置をとることを提言する： 
 
II-C-1.  支配的な無線ネットワークへの競争的な接続料金を保証する日本の電気通信事業法

とその２００２年の日本の関与に従い、携帯無線着信料金がコストに基づいて設定
されているかを評価する客観的で透明な方法を整備し、交渉が失敗した場合仲裁を
求められるようにしておく。 

 
II-C-2.  携帯事業者との相互接続を固定事業者が求める場合、携帯事業者が小売料金を設定

している惰性的な権利を排除することによって競争的中立性を整備する。 
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II-D.  サービスの質における非差別：アンバンドル化が求められる施設においては、日本
がＮＴＴ東西に対して以下の措置をとることを要求するよう米国は提言する： 

 
II-D-1.  ＮＴＴ東西がサービスの混乱や質の悪化へ対応しなければならない期間中、小売顧

客へ提供されているものと同様のサービス水準合意（ＳＬＡ）をその接続約款に盛
り込むことを義務づけるべきである。 

 
II-D-2.  卸売り顧客に対して施設への合理的なアクセスとともに、その施設を自ら保守する

選択肢を与える。 
 
II-E.  ネットワーク回線端末装置（ＮＣＴＥ）：日本政府は端末装置市場における競争を

保証する目的と一貫する形で、１９９０年のＮＣＴＥ合意を整備することを提案さ
れている。その際、支配的事業者による公的ネットワークに敷設されたインターフ
ェースへの管理濫用に対するセーフガードを含めるべきである。 

 

III. 先進無線技術とサービスを促進するための措置 
 
  「ｅ－Ｊａｐａｎ II」において日本は電波認証（ＲＦＩＤ）やワイヤレスＬＡＮなどの台頭しつ
つある無線技術が「ユビキタスネットワーク社会」においてそれぞれが特別な役割を担っているで
あろうことを認識している。日米電気通信作業部会は両国の経験について見解を交換し、台頭しつ
つある先進無線技術の拡大と利用へ貢献する市場ベースのアプローチを認定し、両国の規制過程の
相互理解を促進できる時機を得た機会を提供する。 
 
 
III-A.  民間からのインプット：米国は、可能であるならゲストスピーカーとして政府及び

民間から専門家を招待してその見解を分け合い、作業部会がその対話を強化するこ
とを提案する。 

 
III-B.  特区：米国は、２００３年６月のＷＲＣ合意と一貫する形で、日本が特区において

５ＧＨｚ帯における無線アクセスシステムの利用を促進する経験及び、そのような
システムの全国的拡大計画を報告することを提案する。 

 
III-C.  免許不要の小電力機器への電波分配：日本の柔軟な電波配分の政策目標と一貫する

形で、日本政府は小電力機器の免許不要で電波を使用することを望む企業に時機を
得た客観的で透明な手続き過程を保証する措置を、その周波数帯の現在の利用者に
対しても十分な配慮をはかりながら、とることを提案する。総務省はもし十分なデ
ータがない場合、インターフェースを査定するための更なる検査あるいは試験的プ
ロジェクトを認めるべきである。
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情報技術（ＩＴ） 
 
 
Ｉ．規制および非規制障壁の除去 
 
  電子商取引を促進させることは「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－２００３」における日本の優先政策
の一つである。日本は電子取引におけるインターネットの利用を促進する環境を成功裡に育成させ
てきた。しかしながら、電子商取引の成長を阻害する法的及びその他の障壁が未だ存在している。
さらに、日本が２００３年重点計画の下、医療や金融分野などの主要な分野においてＩＴの利用を
促進しはじめているが、その実行を成功させるためには過度の規制を避けるとともに、透明で意味
あるパブリック・コメント機会が必要である。日本の重点計画に沿って、米国は日本政府に以下の
ことを要請する： 
 
I-A.  事業者間（Ｂ to Ｂ）や事業者・消費者間（Ｂ to Ｃ）電子商取引において、対面

取引や対面による取引を必要条件とすることやその他の障壁など、電子商取引を妨
げる、既存の法律や規制においていまだに存在する障壁を除去する。現在除外され
ている分野における電子通知や電子取引を認めるよう、法律や規制を改正する。 

 
I-B.  2003 年重点計画及び「ｅ－Ｊａｐａｎ ＩＩ」を実行するための新しい法律、省令、

指針が日米が相互に認識している民間自主規制の原則に則り、技術中立性を維持し、
またＩＴ利用を促進する真の具体的な改革を提供し、過度に規制したり、電子商取
引を阻害することがないよう担保する。 

 
I-C.  ＩＴ促進のための特区及び電子教育活用のための教育特区を作る現在の規制緩和措

置を適切に全国的に拡大し恒久化する。 
 
I-D.  ＩＴ戦略本部に関係省庁間で「ｅ－Ｊａｐａｎ」のための必要な措置を実行するた

めの管理や調整に必要な資源と調整メカニズムを提供し、支持する。 
 
I-E.  以下に掲げるものを含め、構想から実施に至るまで、政策決定プロセスにおけるす

べての段階で、民間の意見の取り入れを拡大するための措置を講じる： 
 
I-E-1.  官民間の対話を双方向かつ透明性のあるものにするよう、情報技術を活用する。 
 
I-E-2.  ２００３年重点計画、「ｅ－Ｊａｐａｎ ＩＩ」の政策目標及び全ての関係措置及び

目的を実行するために準備されるいかなる内閣令、省令、通告、指針等はパブリッ
クコメントにかける。最低３０日間のパブリックコメント期間を設け、提出された
意見が真剣に検討され、最終的に実施される措置や行動に適切に反映させることを
確保する。 

 
I-E-3.  ＩＴ戦略本部の新しい専門調査会に日本人以外の団体からの専門家を選出し、参加

させることを確保する。 
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II. 知的財産権の保護の強化 
 
  日本は日本経済を活性化するためにＩＴとともに知的財産権の経済的重要性を認識しており、知
的財産推進計画を通じて知的財産権の創造、活用、保護において指導的立場に立とうと努力してい
る。これらの目標および知的財産推進計画に沿って、米国は日本が以下の措置をとることを提言す
る： 
 
II-A.   著作権保護期間の延長：一般的な著作物については著作者の死後７０年、また生存

期間に関係のない保護期間に関しては著作物発表後９５年という、現在の世界的な
傾向との整合性を保つよう、日本の著作権法の下、音声録音及びその他の作品の著
作権保護期間の延長を行う。 

 
II-B.   法定損害賠償：侵害行為に対する抑止力となり、侵害により被った損失に対し権利

保有者が公平に保証されることを確保し、また実際の損害額を計算するという、費
用がかかり、かつ困難な負担から司法関係者を開放するような法定損害賠償制度を
採択し、知的財産の侵害に対する執行制度を強化する。 

 
II-C.  デジタル・コンテンツの保護：以下の措置によって、デジタル・コンテンツの保護

を強化し、オンライン上の著作権侵害を妨げるため日本政府が達成してきたことを
さらに積み重ねていく： 

 
II-C-1.  全ての政府機関及び公的期間が著作権侵害によって複写された作品あるいは政府支

援のＩＴ資源においてその他の付随行為の蓄積や発信を効果的に防止し、罰するこ
とを確保する措置をとる。 

 
II-C-2.  プロバイダー責任規則等のデジタルコンテンツの著作権侵害を防止する現在の措置

を必要に応じてモニターし強化する。 
 
II-C-3.  日本政府が「一時的蓄積」を認識する公的声明を公表することは、一時的複製の保

護の範囲を明確にし、権利保有者へ明確な指針を示す。 
 
II-C-4.  技術的保護措置を強化する。 
 
II-D.  著作権法への教育例外条項の実施：日本の著作権法第３５条及び３６条への改正に

よって再生産及び発信の例外に限界があることを明確にし、説明する権威ある政府
規則或いは指針、または教育機関、教師及び生徒への例示となるものを発表する。 

 
II-E.  インターネット上の放送ＴＶ信号及びコンテンツの伝送：ｅ－Ｊａｐａｎ ＩＩにあ

る著作権契約システム」には放送ＴＶ信号及びコンテンツをインターネット上に配
信できる義務的、非自主的あるいは法的な免許を含まないことを保証する。インタ
ーネット配信のための著作権契約システムは放送事業者及び著作権保持者双方の同
意が必要であり、そのようなシステムへの特別な措置は意味あるパブリックコメン
トにかけるべきものである。 

 
II-F.  デジタル権利管理システム：いかなるデジタル権利管理システムも市場主導で、政

府によって強制されるものでないことを保証する。 
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II-G.  知的財産促進計画及び知的財産政策：知的財産戦略本部は「知的財産の創造、保護

及び活用に関する推進計画案」を２００３年６月２０日にパブリックコメントにか
けた。最終的な推進計画及びその他の知的財産政策を実行する際に、日本政府が以
下の措置をとることを米国は提言する： 

 
II-G-1.  最終知的財産推進計画、「知的財産政策大綱」の政策目標及びその他の知的財産関

係措置及び目的を実行するために準備されるいかなる内閣令、省令、通告、指針等
はパブリックコメントにかける。最低３０日間のパブリックコメント期間を設け、
提出された意見が真剣に検討され、最終的に実施される措置や行動に適切に反映さ
せることを確保する。 

 
II-G-2.  措置及び政策目標の実行は国際義務、標準及び規範を遵守する。 
 
II-G-3.  特に重要な知的財産政策案件を見直し議論するための政令第４５号に基づく新しい

専門調査会に日本以外の団体から専門家を招待する。 
 
II-G-4.  知的財産戦略本部に関係省庁間で措置を実行するための管理や調整に必要な資源と

調整メカニズムを提供し、支持する。 
 
III. 官民による電子商取引の利用の促進 
 
  日本は電子商取引のために先進基盤を成功裡に発展させてきたが、環境は十分には利用されてい
ないままである。効率性と安全性を改善することはオンライン環境への信頼を高め、人々の日々の
必要性に直結したオンラインサービスへの需要と供給を刺激するであろう。民間が電子商取引の成
長へ主要な責任を担っている一方で、政府は深く介入しないままで民間の電子商取引の成長を促進
する政策を採用することにより電子商取引の利用を促進することができるのである。米国は革新と
市場の力によって民間の自主規制枠組み及び技術的に中立な解決策を重視しながら電子商取引の発
展を奨励する重要な役割を日本が担うことを求める。 
 
III-A.  プライバシー：２００３年５月２３日、国会は民間における個人情報を保護するた

めの基本的枠組みを確立するために個人情報保護法を成立させた。米国は以下の措
置を日本がとることを提言する： 

 
III-A-1.  Ｂto Ｂ及びＢto Ｃ電子商取引を阻害する可能性のある過度の負担或いは矛盾ある

要件を防止するために透明で調整された形で執行のためのガイドラインを作ること
を保証する。透明性を保持し、民間からのインプットを最大限に活用するために、
出来るだけ速やかにどの官庁が執行指針をだすのか明らかにして、全ての執行指針
案は最終指針に適切に反映されるよう意味あるパブリックコメントにかけるように
することを米国は日本に求める。 

 
III-A-2.  個人情報保護法及びその執行指針が全ての現在及び将来の技術によって共有される

あらゆる個人情報に適用されるのかを明確にする。業界及び非政府団体からのイン
プットを新しい技術に対するいかなるプライバシー指針の執行においても真剣に考
慮することを米国は日本に求める。 
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III-A-3.  ２００４年末までにプライバシーに関する案件について日米共同官民ラウンド・テ
ーブルを開催する機会を検討する。 

 
III-B.  裁判外紛争処理（ＡＤＲ）の促進：２００３年８月、司法制度改革推進本部はＡＤ

Ｒについての報告書をパブリックコメントにかけるために発表した。報告書とパブ
リックコメントは ADR 法案の基礎を作っていくものである。全ての最終法律および
規則において適切なコメントと提言を反映することによって、関係団体からのコメ
ントそれぞれに対応するよう米国は日本に求める。オンラインのＢ to Ｂ及びＢ to 
Ｃ取引の発展に必要なオンラインでの紛争処理の枠組みを促進する目的のために、
開かれた、そして柔軟なＡＤＲ体系を日本が採用することを米国は提言する。オン
ライン紛争処理の枠組みは以下のことが可能であるべきである： 

 
III-B-1.  ＡＤＲ中立者及び組織について自己規則及び自由意志による私的認定に主に依存す

る。 
 
III-B-2.   当事者が一般的に、ＡＤＲ手続についての進めの規則、プロセス、標準を決定する。 
 
III-C.  ネットワーク・セキュリティー：米国は日本が中央及び地方政府機関によって使用

される情報システムの安全性と信頼性の改善及び確保を改善する努力を称賛する。
２００３年９月９日のグローバル・サイバー・セキュリティーの促進に関する日米
共同声明の精神に基づいて、米国と日本は適切な二国間及び他国間の場で民間とさ
らなる協力をしていくべきである。さらに、米国は幾つかの省庁が既に彼ら自身の
使用のためにネットワーク・セキュリティー標準や指針を作成しはじめていること
を認識している。標準や指針が一貫しており、民間に対して良い前例を与えること
が重要である。そのため、色々な別々の省庁が前進する際、日本はその標準や指針
が以下のようであることを保証するよう米国は求める： 

 
III-C-1.  調整された形で作られ、中央政府の機能や財産を支える情報資源への効果的な管理

を確立し保証する包括的な枠組みを保証する。 
 
III-C-2.  技術的に中立で、取引制限がなく、電子商取引の利用を促進する。 
 
III-C-3.  国際標準機構（ＩＳＯ）等の自主的業界標準団体によって作られた標準と出来る限

り現実的に調和するようにする。 
 
III-C-4.  透明な方法で作成し執行する。国内外の全ての利害関係者が意味あるパブリックコ

メント過程に参加できることを確保する。 
 

IV. 情報システムの調達改革の促進 
 
  電子政府計画及び２００３年の重点計画において示されているとおり、日本は全ての政府レベル
における行政手続きのデジタル化を引き続き行う。さらに、電子政府計画によると、全ての省庁は
その「古いシステム」を完全に交換し、政府全体で相互機能を高めることを目的としている。米国
はこの移行の間、日本がその電子政府システムの発展において独占技術への依存を減らすかもしれ
ないことを認識している。政府による新しい商業製品の更なる利用への移行は調達者間における革
新と競争を刺激し、結果、市場アクセス機会を創造することができる。ＩＴ調達分野における公平
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な活動を保証するため、日本は引き続きＩＴ調達手続きにおいて積極的に改革を実行する事によっ
て、開かれた競争、透明性、技術中立性、民間主導の革新の原則を促進しなければならない。米国
は日本政府が以下の措置をとることを提言する： 
 
IV-A.  ２００３年５月１９日に省庁によって採用された合意書に列挙されている措置の実

行と効果をモニターし評価する。 
 
IV-A-1.  ＣＩＯ連絡会議に対して、省庁間の調整を改善し、非差別、透明で公平な情報シス

テムの調達（製品及びサービス）を確保するために、ＩＴ調達を監督する権限を与
える。 

 
IV-A-2.  低い価格の入札やその他の反競争的行為を防止するための措置の効果を客観的に評

価する方法を整備する。 
 
IV-A-3.  （２００３年の両国首脳への報告書に従い）省庁が全ての新しい手続きをどのよう

に実行するかのフォローアップ調査から得たデータを公表する。 
 
IV-A-4.  メモランダムによって実行されているＩＴ調達手続きを改善する方法を民間からフ

ィードバックを得るために２００３年度中にパブリックコメント手続きを行う。 
 
IV-A-5.  政府に価値ある民間の経験をもたらすＣＩＯの補佐がその職務を公平にまた客観的

に行うための明確な指針を作る。 
 
IV-B.  政府のＩＴ調達改革を強化するために、以下の措置を含め追加的措置を実行する： 
 
IV-B-1.  調達獲得に関する情報をタイミング良く、透明で誰でも入手できる形で公開する。 
 
IV-B-2.  総合評価落札方式（ＯＧＶＭ）調達のためのＳＤＲを引き下げ、より広く実行可能

とする。 
 
IV-B-3.  入札評価を年初の計画予算ではなく所有権の全てのコストによって行うことによっ

て、情報システムの調達においてライフ・サイクルコストの使用を奨励するために
より柔軟な予算手続き（例：複数年契約）を促進する。 
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エネルギー 
 
I. 独立した規制当局 
 
  「日米間の「規制改革及び競争政策イニシアティブ」に関する日米両国首脳への第二回報告書」
（以下、「両国首脳への第二回報告書」）において、日本政府は、厳正な市場の監視を行なうにあ
たって必要な人員、専門的知識及び独立性を備えた執行メカニズムの重要性を認めた。公平で、効
率的かつ安定的なエネルギー市場を確保するための日本の新しいエネルギー改革法の有効性は、そ
のような厳正な市場監視と、日本の規制当局によるガイドラインや規制等の精力的な実施能力に依
存するものである。従って、米国政府は日本政府に対して、以下の提案をする。 
 
I-A.  経済産業省電力市場整備課及びガス市場整備課への専門家スタッフ配属の適切性を

調査した上で、「電気事業法及びガス事業法の一部を改正する等の法律」（以下、
「法律」）において規定している監視・実施責任の規模と人員に一貫性を持たせる
よう、具体的な手段を講じる。 

 
I-B．  適切な実施と監視を可能にするよう、これらの部署に独立した予算を配分する。 
 
I-C.  エネルギー又はエネルギー・サービス供給者からの出向者を控える。またこれらの

部署の職員に、エネルギー又はエネルギー・サービス提供者に係る財政的利害があ
る場合は、それを公表する義務を課し、彼らを財政的利害を持つ案件の意思決定か
ら外す。  

 
I-D.  「法律」の省令等の実施にあたり、経済産業省におけるこれらの部署と、政策策定

部署との間の規制権限と責任の範囲・分担を明確に定義する。 
 

II. 改革プロセス 
 
  米国政府は、電力とガス分野の規制改革プロセスが前進する中で、法改正の際、例えば電気事業
分科会の報告書案（「今後の望ましい電気事業制度の骨格について」）や都市熱エネルギー部会の
報告書案（「今後の望ましいガス事業制度の骨格について」）に対してパブリック・コメントを募
集したのと同様に、引き続き（パブリック・コメント手続きなどを通して）有意義な一般からの意
見提出の機会を設けるよう、日本政府に対して求める。 
 

III. 電力分野 
 
III-A.  「法律」が、日本における健全で競争的で安定した電力市場の創設に有効であるた

めには、省令等の透明性ある導入と効果的な実施に依存する。従って、米国政府は、
「法律」の目的を達成する具体的で詳細な省令等を迅速に発令するよう、日本政府
に対して求める。 

 
III-A-1.  公平性と透明性  「法律」は、送配電分野の公平性と透明性により市場参加者の信

頼を促進するような、日本における規制枠組みの強化を目指している。「法律」の
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この側面を効果的に実施するために、米国政府は、以下の事項を実現する具体的で
詳細な省令等を採択するよう、経済産業省に求める。 

 
III-A-1-a  託送業務において知り得た情報の目的外利用を禁止する。 
 
III-A-1-b.  送配電部門と他の電力部門との内部相互補助を防止するため、会計分離を行う。ま

た、会計規則や会計分離の詳細を公表する。 
 
III-A-1-c.  一般電気事業者の送配電部門による、特定の電気事業者に対する不当に差別的な取

扱いを禁止する。 
 
III-A-1-d.  供給区域をまたいで送電するごとに課金する方式（パンケーキング）を廃止し、そ

のような料金を、パブリックコメント手続きを経て採用された送電料金算出方法に
替える。 

 
III-A-1-e.  厳正な市場の事後監視を行い、規制に係る紛争を中立かつ公平な方法で解決し、又、

経済産業省がこれらの仕事を遂行するのに必要な人員、専門性及び独立性を所持す
る事を確保する。 

 
III-A-1-f.  市場参加者の受益と負担の関係を踏まえ、送電設備増強のための費用を分配する。 
 
III-A-1-g.  自由化によってもたらされる利益を需要家が完全に享受するために不可欠な、相互

に接続された送電網を通じた多数の電源へのアクセスを、次の方法によって作り出
す。 

 
III-A-1-g-(1) すべての市場参加者の送電設備に対して、透明性のある接続手順と接続料金体系を

提供し、ロードバランスやロードフォローなどの送電補助ネットワークサービス
（例えばアンシラリー・サービスなど）の価格設定と規定に関する規則を発行する
事によって、広域において経済効率の良い送電を可能にするシステムの整備を行い、
そのような送電の支援に必要となった場合、送電線関連施設のタイミングの良い建
設を行う。 

 
III-A-1-g-(2) 国内の既存発電能力が、需要変動に対応すべく最も望ましい状態で常時利用された

場合（例えば、地域間経済融通）や、送電容量が常に手ごろな価格で入手可能な場
合、結果としてどのような発電パターンが得られるかを測定する調査に着手する。
具体的には、もし国内電力取引市場が設立された場合、日本が、発電インフラ設備
を前述のような最も経済的な方法で運営するにあたって、十分な接続容量がある事
を証明するための電力フローの調査に着手する。もしその調査によって、競争力の
ある国内電力取引市場を支えるために必要な接続容量に不備があると判明した場合、
経済的に可能な限り、その不備を改善する具体的な措置を開発する。 

 
III-A-1-h.  行為規制と事後監視の有効性の調査を実施する。 
 
III-A-1-i.  もし行為規制や事後監視が不十分であると証明された場合は、不当に差別的な取り

扱いを禁止するためのより構造的な方法を規定する。（例えば、多数の送電システ
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ムの管理を、単一の送電料金を提供する唯一の送電サービス提供者となる独立した
中立のオペレーターに移す、等。） 

 
III-A-2.  中立性とアクセス 「法律」では、市場の中立性とオープンアクセスを促進するた

めの中立機関の設立を規定している。米国政府は、以下の項目を達成するよう、経
済産業省が具体的で詳細な省令等を実施するよう勧める。 

 
III-A-2-a.  強力な執行能力に支えられた、中立機関の意思決定過程の公平性と透明性に関する

政府の有意義な監視を確保する。 
 
III-A-2-b.  中立機関のメンバーについて、特定のセクターが意思決定過程に支配力を持たず、

多様な構成からなるよう、メンバー指名に係る執行可能な基準を策定する。（すな
わち、メンバーは、一般電気事業者だけでなく、新規参入者、ネットワークに接続
している自家発電設置者、卸電力事業者及び専門的知識を有する学識者を含むべき
である。） 

 
III-A-2-c.  中立機関が、公平かつ透明なプロセスにより、効率的で安定的な送電線の運用と建

設を促進するためのルールを策定し、公開する事を義務付ける。 
 
III-A-2-d.  中立機関に、あらゆる送電需要家に代わって、送電線の送電可能容量を含む送電ネ

ットワークに関する透明な情報公開システムを運用させることを義務付ける。 
 
III-A-2-e.  中立機関の有効性について定期的に調査し、タイムリーで明確な決定を行なえない

と証明された場合は、中立機関の解散を検討し、市場参加者を含まない真に独立し
た偏見の無い機関が取って替わるとの規定を義務付ける。 

 
III-A-3.  新規参入  需要家の選択肢を増やし、日本の電力市場への新規参入を推進し、市場

の競争状況を改善するために、米国政府は日本政府に対して、電源開発株式会社の
民営化が市場に与える影響を十分に考慮し、独占禁止法に適法な形で同社が民営化
されるよう勧める。 

 
III-B.  「両国首脳への第二回報告書」の中で、日本政府は、電気事業分科会の「今後の望

ましい電気事業制度の骨格について」に記載されているいくつかの重要な要望を強
調した。米国政府は、これらの要望を「法律」の省令等に成文化するよう、日本政
府に対して推奨する。 

 
III-B-1.  公平性と透明性  米国政府は、日本の電力市場の公平性と透明性を確保するため、

日本政府が、スポット市場取引を扱う全国規模の私設・任意の卸電力取引市場を整
備するための具体的で詳細な省令等を実施するよう求める。 

 
III-B-2.  中立性とアクセス  全ての市場参加者の送電線アクセスを増やすため、現行のバラ

ンシングルールを 30 分３％同時同量から、予定電力量と実際の電力注入量の変動範
囲を需要の３％から１０％まで幅を持たせるよう弾力化する措置や、変動範囲を超
えるインバランスに対する事故時バックアップ扱いの廃止などの系統利用ルールの
変更を行なうため、米国政府は、日本政府に対し、具体的で詳細な省令等を実施す
るよう求める。 
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III-B-3.  自由化の継続  日本の電力市場において需要家の選択肢と投資家の信頼を拡大する

ため、米国政府は、「今後の望ましい電気事業制度の骨格について」の中で以下の
とおり決められている自由化のスケジュールと一致するように、具体的で詳細な省
令等を設定するよう日本政府に求める。 

 
III-B-3-a.  500kW 以上の高圧需要家を含める事により、2004 年 4月までに、電力小売自由化範

囲を市場の約４０％まで拡大する。 
 
III-B-3-b.  50kW 以上の高圧需要家を含める事により、2005 年 4月までに、電力小売自由化範囲

を市場の６３％まで拡大する。 
 
IV. 天然ガス分野 
 
  「法律」が、日本における健全で競争的で安定したガス市場の創設に有効であるためには、省令
等の透明性のある導入と効果的な実施に依存する。従って、米国政府は、「法律」の目的を達成す
る具体的で詳細な省令等を迅速に発令するよう、日本政府に求める。 
 
IV-A-1.  公平性と透明性  米国政府は、日本のガス市場の公平性と透明性を確保するため、

日本政府に対して、以下の項目を達成する具体的で詳細な省令等を実施するよう求
める。 

 
IV-A-1-a.  料金認可の査定、監査の一層厳格な執行や、市場での自由な競争の結果として生じ

る紛争の処理を行うための、高度な専門性と独立性を持った中立・公正な事後監
視・紛争処理の仕組みを設立、強化する。 

 
IV-A-1-b.  経済産業省内の当該の仕組みが、このような目的を果たすために必要な職員数、専

門的知識、及び独立性を有する事を義務付ける。 
 
IV-A-2.  中立性とアクセス  米国政府は、「法律」の目的を履行するため、以下の項目を達

成するような具体的で詳細な省令等を公布するよう、日本政府に求める。 
 
IV-A-2-a.  現行制度では一般ガス事業者のみに付与されている公益特権（例えば土地収用権）

を、第三者がガス供給用導管を建設する際にも付与することにより、一般ガス事業
者以外の者のガス供給用導管の建設と改良を促進する。 

 
IV-A-2-b.  現行制度では国内大手4 社のみに適用されている託送義務を、ガス供給用導管を保

有又は運営する全ての者に適用する。 
 
IV-A-2-c.  原則として全ての導管を保有又は運営する者に対し、託送約款の作成・届出・公表

を義務付ける。 
 
IV-A-2-d.  会計分離、情報遮断、及び特定の託送利用者に対する差別的な扱いの禁止を規定す

る実施規則等の作成を規制当局に義務付ける。 
 
IV-A-2-e.  行為規制及び事後監視の有効性の調査を実施する。 
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IV-A-2-f.  もし行為規制や事後監視が不十分であると証明された場合は、不当に差別的な取り

扱いを禁止するためのより構造的な方法を規定する。 
 
IV-A-3.  自由化の継続  日本のガス市場において需要家の選択肢と投資家の信頼を拡大する

ために、米国政府は、以下の項目を達成する具体的で詳細な省令等を実施するよう、
日本政府に対して求める。 

 
IV-A-3-a.  現行の大口供給の許可制を変更命令又は中止命令付きの届出制に移行する。 
 
IV-A-3-b.  現在は大口供給のみに要求されている託送約款の作成義務を、卸供給を目的とした

託送にも拡大する事で、卸市場を活性化させる。 
 
IV-A-3-c.  現行の卸供給届出制度を廃止する。 
 
IV-B.  「両国首脳への第二回報告書」の中で、日本政府は、都市熱エネルギー部会の「今

後の望ましいガス事業制度の骨格について」に記載されているいくつかの重要な要
望を強調した。米国政府は、これらの要望を「法律」に係る省令等に成文化するよ
う、日本政府に推奨する。 

 
IV-B-1.  中立性とアクセス  米国政府は、日本政府に対して、全ての市場参加者についてＬ

ＮＧターミナルを含むガス導管システムのあらゆる部分へのアクセスを増やすため、
経済産業省と公正取引委員会の共同ガイドラインを公表する事で、ＬＮＧターミナ
ルの保有者（又は運営者）と第三者利用者との間の非差別的な交渉を確保する、具
体的で詳細な省令等を実施するよう求める。米国政府は、非差別的アクセスの目的
を達成するために、日本政府が以下の事項を行なうよう要請する。 

 
IV-B-1-a.  ＬＮＧターミナルの保有者が、すべての利用希望者に対してターミナル利用の条件

と手続きを明瞭に説明する文書を作成し、提供する事を義務付ける。 
 
IV-B-1-b.  ＬＮＧターミナルの保有者が、利用の申し出を拒否した場合は、その拒否事由を文

書により相手方に通知する事を義務付ける。 
 
IV-B-1-c.  導管網とＬＮＧターミナルの利用状況の情報開示に関するガイドラインを策定する。 
 
IV-B-1-d.  ＬＮＧターミナル保有者による潜在的な利用者への差別を防止するために必要な政

府の責務を明記し、執行メカニズムを定義する。 
 
IV-B-1-e.  競合するガス供給者からの接続要請に対応するため、「法律」が導管網に課してい

る義務を明確化する。 
 
IV-B-2.  新規参入  米国政府は、日本政府に対して、需要家の選択肢を促進し、日本の電力

市場に新規参入を推進し、市場の競争状況を改善するために、以下の事項を達成す
る具体的で詳細な省令等を発行するよう求める。 
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IV-B-2-a.  導管網が未整備な地域において新規に敷設された導管や、いくつかの需要地を連結
する基幹導管に対して付与するインセンティブを設定する。 

 
IV-B-2-b.  インセンティブ付与規則において、対象となる導管プロジェクト及び適用期間を明

記する。インセンティブには以下のものを含む。 
 
IV-B-2-b-(1) 対象導管の保有者及び運営者に対し、託送約款の作成・届出・公表義務を課さない。 
 
IV-B-2-b-(2) 対象導管の保有者及び運営者に対し、託送料金設定の際、高めの報酬率の設定を認

める。 
 
IV-B-2-c.  既存導管の保有者が、必要な新規導管の建設を妨害したり延期させる手段として当

該規定を利用しないよう、新規導管敷設にあたり既存導管の有効利用に関する意思
決定過程を用心深く監視する。 

 
IV-B-3.  自由化の継続  米国政府は、日本のガス市場において需要家の選択肢と投資家の信

頼を拡大するため、日本政府に対し、都市熱エネルギー部会の「今後の望ましいガ
ス事業制度の骨格について」の中で以下のとおり決められている自由化のスケジュ
ールと一致するように、具体的で詳細な省令等を制定するよう求める。 

 
IV-B-3-a.  2004 年までに、年間契約ガス使用量50万 m3 以上の需要家を含める事により、小売

自由化の範囲を市場の約４４％まで拡大する。 
 
IV-B-3-b.  2007 年までに、年間契約ガス使用量が 10万 m3 以上の需要家を含める事により、小

売自由化の範囲を市場の５０％まで拡大する。 
 
IV-B-3-c.  年間契約ガス使用量が10 万 m3 未満の家庭用及び小規模業務用需要の自由化の可否

及び手法については、それまでに実施された自由化の成果と問題点を評価、検証す
るとともに、ガスの調達構造の変化や海外における自由化の経験に留意しつつ、時
機を逸することなく結論を出す。 
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医療機器・医薬品 
 
I. 医療機器・医薬品の価格算定改革と関連事項 
 
  日本は包括的な医療制度改革、そして、医療機器・医薬品市場及び産業の国際競争力強化に取り
組んでいる。日本は、その為の提言を医療制度改革計画及び医療機器・医薬品産業ビジョンの中で
述べている。革新的な医療機器・医薬品を迅速に入手可能とし、広範囲の使用する事は医療の質を
改善する一方で、全体的なコストを抑制する。米国政府は、日本が、革新の重要性という産業ビジ
ョンの原則を導入し、短期的な財政削減を目的として施行され、革新性を阻害する結果となる恣意
的な政策を排除する事を促す。日本が改革を進めるにあたり、米国を含む業界が意見を表明する有
意義な機会が与えられる事が重要である。米国政府は日本政府に対し、2003 年日・米官民会議が提
言しているように、産業ビジョンの計画の実行を迅速に行い、特許期間又は製品寿命に渡り、世界
的に競争力のある報酬を与えるような保険償還政策の導入を検討するよう求める。米国政府は、官
民会議の提言の遂行に向け以下の措置に取り組むように提言する。1）革新的製品の加算ルールの適
用を増やす、2）最も効果的で評判の高い製品の価格を不当に下げる措置を排除する、そして、3）
原価計算方式、その他の価格算定ルールにおける非生産的な変更を差し控える。日本政府が医療制
度改革を進め、医療機器・医薬品産業の国際競争力強化に取り組むに当たり、米国政府は以下の措
置を講じるよう求める。 
 
I-A. 製品の売上高に基づく市場拡大の再算定基準は、適応（効能・効果）に変更があった場

合の再算定も含めて廃止する。また、比較薬が市場拡大再算定を受けた場合の再算定も
廃止する。再算定における市場拡大基準の利用は、革新を促進するという日本の目標に
反するものである。というのは、それは、市場で成功し需要の高い革新的製品に対して、
価格削減を行うことで、罰する結果となるからである。 

 
I-B. 医薬品研究や医療技術の進歩など、革新性を認識し促進する為に、加算ルールを含む価

格算定ルールを最大限に利用する。新しく拡大された加算ルール適用の結果を、それら
が革新性を十分に認識し促進する為に使われたかどうか確認する為に定期的に見直す。
加算は、全ての算定ルールと計算がされた後に適用する。これにより、加算がその後の
計算により減少する事を妨げる。 

 
I-C. 市場導入順位により製品の革新性を評価する方法を止める。新しい製品の価格を決定す

る際、製品の導入日ではなく、その製品の特質一式を考量する。革新性は市場導入の順
番に左右されないので、その様な政策は、革新性の価値を評価する価格制度の機能を高
める。 

 
I-D. 医療機器分野の革新を促進する為に、新たな価格区分の適応数を増やし、そして、更に

透明で時機を得た新製品の保険収載制度を利用する。C1の医療機器を 1年に 4 回、C2
の医療機器を 1年に1 回保険適用する。 

 
I-E.  診断機器（例えば体外診断薬、画像診断機器）の透明性のある償還方法を確立する。

革新的で、医師や患者により価値を与える診断機器が、適切に評価される事を保証す
る。 

 
I-F. 価格データの採取方法を含め、償還価格設定手続きの透明性を改善する。その過程にお

いて、以下の措置を取る事により、業界に積極的な意見表明と参加の機会を提供する。 
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I-F-1. 算定価格を提案する過程において、申請者に、価格算定に係わる全ての厚生労働省の職
員と協議をする機会を提供する。 

 
I-F-2. 薬価算定組織と保険医療材料専門組織の最初の会合にて、申請者に、意見の表明をさせ

ることにより効率性と透明性の向上を図る。 
 
I-G. 価格算定の政策が変更される前に、米国産業を含む業界に対し、意見を表明する有意義

な機会を与える。 
 
I-H. 日本市場に製品導入をする際の特定の費用を考慮しない上限価格を課すのをやめる。 
 
I-I. 後発品が存在しない長期収載品の再算定の可能性を否定する事により、革新的なバイオ

ロジック製品の開発と導入を促進する。 
 
I-J. 特定機能病院医療包括制度（DPC)や診断郡別支払方式（DRG)、定額支払方式（PPS)、そ

の他可能性のある支払い制度について、米国業界を含む業界に対し、意見を表明する有
意義な機会を与える。 

 
II. 医療機器･医薬品の薬事規制改革と関連事項 
 
  薬事法の改正と、2004 年 4 月までに設立される医薬品医療機器総合機構（PMDO)は、日本の薬事
制度の敏速な対応と効率性を改善し、革新的な製品をより広く、より早く患者に提供する歴史的な
機会を提供する。米国政府は、日本が、信頼性、効率、調和、そして、最新のグローバルスタンダ
ードである科学理念を取り入れた規制制度を構築する努力を支援する。そして、日本政府が、より
良く、より安全で、より革新的な製品の開発を促進する為に、産業ビジョンに提言された目標を実
施するための措置を取る事を促す。また、米国政府は日本に対して、2003 年日・米官民会議が提言
したように、産業ビジョンの実施を迅速化し、そして、知的所有権の保護と施行の強化を検討する
よう求める。日本が、改定薬事法を実施し、医薬品医療機器総合機構の設立をするに当たり、米国
政府は以下の措置を講じるよう求める。 
 
II-A.  医薬品医療機器総合機構の設立、手数料の構築、そして、薬事法の改正について、既

に行われている、業界との開かれた対話を続ける。規制の改革について、業界が意見を
表明する有意義な機会が与えられる事を保証する。 

 
II-B. 医薬品医療機器総合機構が、医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構と医薬品医療機

器審査センターの、市場導入前と審査活動の全面的な機能的統合により設立される事を
保証する。 

 
II-C. 全ての手数料を、新たな医療機器と医薬品の審査の迅速化に専念する、適切な専門的知

識を持つ人材を含む、資源の増加を目的として、新たな審査機関の予算を補完する為に
利用する。様々なサービスに対する、容易で明確に定義された手数料体系を確立し、手
数料を公表する。手数料体系のいかなる変更については、業界と議論し、それは、医薬
品医療機器総合機構が合意された評価指標を実現する為に直接関連するものである事を
保証する。 
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II-D. 確立された基準のある、透明な評価指標を構築し、2004 年 4月より実施する。そこに
は、申請品目の承認期間の改善の明確な基準と数量的な目標を含める。評価指標の達成
度と手数料収入の利用率について毎年報告する。 

 
II-D-1. 医薬品の評価指標：新規申請（NDA)の様々な評価指標の中に最大 180 日の申請から面接

審査会までの期間を含める。新規化合物（NCE)が 、2004 年 4月から 5年間の段階的な
改善を経て、12ヶ月の経過時間で承認される事を保証する。例えば、12ヶ月以内に
2004 年度までに全体の 10％、2006 年度までに 60％、そして 2008 年度までに 90％。審
査が審査･承認時間の基準より遅れない事を保証する。業界との協議を通じて6 ヶ月の
経過時間で承認される優先審査の基準を構築する。新規化合物（NCE)と同様の 5 年の評
価目標を使う。 

 
II-D-2. 医療機器の評価指標：医療機器申請の様々な評価指標の中に、新医療機器について、最

大 150 日の申請から中間審査会までの期間を含める。2004年 4 月から 5年間の段階的
な改善を経て、全ての種類の申請が、特定の期間内に承認される事を保証する。 

 
II-E. 開発、承認審査、市販後の段階で、申請者と医薬品医療機器総合機構の意見の相違を仲

裁する、時機を得た、透明で効率的な不服申し立ての仕組みを設立する。 
 
II-F. 有害反応を評価し対応する過程を通して、製造業者が中心的な役割を果たし、厚生労働

省・医薬品医療機器総合機構の安全問題の担当官（内部および外部専門家）との協議に
明確に関与する事を保証する。 

 
II-G. 品質管理制度（QS)が設立されるに当たり、米国政府は以下の措置を講じるよう提案す

る。 
 
II-G-1. 限られた査察の人的資源を節約する為に、例えば、承認前の品質管理査察を臨床データ

が求められる高リスクの製品に限って行う。 
 
II-G-2. 第三者機関のサービスを、外国製造所の査察と適合性評価の報告書を入手する意味で利

用する。そして、さらなる国際整合性の為に、その様な第三者機関に査察をさせ、医療
用具規制国際整合化会議の提案に基づいて、査察結果を報告する。 

 
II-H. 統一書式の概念（例えば、新薬承認申請のコモン･テクニカル･ドキュメントや新医療機

器申請のサマリー･テクニカル・ドキュメント)を遵守し、追加の概要や資料の要求を差
し控える。 

 
III. 血液製剤 
 
  日本は”日本の患者への血液製剤の安定的供給の確保”に寄与することを目的に需給計画を導入
した。米国政府は以下の措置を講じるよう求める。 
 
III-A. 需給計画の実施が外国製品を差別せず、日本の国際貿易の義務と完全に一致している事

を保証する。 
 
III-B. 価格ルールを公平に透明性をもって適応する。 
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III-C. 米国業界を含む業界に対し、血液及び血液製剤の規制について、意義のある意見や情報

の提供の機会、そして、定期的に透明性のある相談の機会を提供する。 
 

IV. 栄養補助食品の自由化 
 
  日本が栄養補助食品市場の規制緩和措置を続けるに当たり、米国政府は以下の措置を講じるよう
求める。 
 
IV-A.  米国業界を含む業界に対し、栄養補助食品の規制について、意義のある意見や情
  報の提供の機会、そして、定期的に透明性のある相談の機会を提供する。 
 
IV-B.  厚生労働省の承認リスト（食品添加物、新規成分等）に成分を含めるかどうかにつ

いての決定は、健全な科学に基づく事を保証する。 
 

V. 構造改革の提案された特区 
 
  米国政府は、構造改革イニシアティブで提案されている特区を支持する。そして、厚生労働省に、
提案されている重要な関連分野についての特区を、真剣に考慮する事を求める。 
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金融サービス 
 
I. 個別措置 
 
 米国は、以下の分野における規制改革が可能な限り早期に実施されることを歓迎する｡ 
 
I-A.  投資顧問や投資信託管理活動を規定する規則の枠組みを見直し、不整合や重複を排

除する。 
 
I-B.  グローバル・ベストプラクティスに基づいた基準を設定することにより、投資信託

パフォーマンスの開示ルールを強化する。 
 
I-C.  ＭＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド）の時価評価、組み入れ資産の償還期間、

格付け、および組み入れ資産の分散化などのルールをさらに改善する。 
 
I-D.     雇用者にとって確定拠出年金が退職後の有力な貯蓄手段となるよう、拠出限度額を

引き上げる。拠出限度額の引き上げ方法として、事業主の拠出に相応する被雇用者
の拠出を認める。被雇用者に確定拠出年金と確定給付年金の選択を与えている企業
において、確定拠出年金が確定給付年金の有力な代替案となりうるレベルにまで、
確定拠出年金の拠出限度額を引き上げることを確実にする。 

 
I-E.     いったん認可されたひな型（プロトタイプ）に沿った確定拠出年金プランは、中小

企業が当局へ通知し、待機期間経過後は、基本骨格案の審査や認可を改めて求めら
れることなく低コストで採用できるよう、確定拠出年金プラン提供者がそうしたひ
な型を審査・許可のために申請することを認める。 

 
I-F.     利用者が合意している場合、電子認証により、貸金業法に定められている開示要求

事項を貸し手が満たすことを認める。この改定は下記の点からしても適切である。
1)データ保護へのアプローチに関して、利用者の選択を拡大する個人情報保護法案
が新しく成立、2)ローンの保証人に関する開示要求事項の改正が行われてから3 年
経過、3)貸金業者の行為を改善する法律が新たに成立。 

 

II. 透明性 
 
 金融分野での規制・監督に関する慣行の透明性を改善するため、米国は以下の措置が可能な限り
早期に実施されることを歓迎する。 
 
II-A.  特殊法人等の事業を詳細に見直し､ 民間との競合を回避するとの公表された目標に

整合するよう、既存の競争状況に影響を与えるような、郵便金融機関（郵貯ならび
に簡保）による新たな金融サービス事業案に関連するすべての報告書、商品やサー
ビスに対する認可要求や立法措置は、導入前に、時宜にかなうようにかつ完全に公
示されパブリック・コメントや検討の対象となるよう要望する｡ 
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II-B.    自主規制や投資家保護など公共政策的な役割を担う業界団体の運営と意思決定は、
透明かつ開かれた方法で行われるべきである。具体的には、米国は以下の提言を行
う。 

II-B-1.  業界団体による規則性提案すべてにパブリック・コメント手続を取り入れるべきで
ある。業界団体の会員規則の最終的な取りまとめに際しては、一般から受け取った
コメントを真剣に検討すべきである。 

 
II-B-2.  規制、監督基準、指針､運営規則・手続､市場調査、その他の統計表を含む文書類は、

一般の人々が適正な制作・複製費用で、文書の形で入手できるようにすべきである。 
 
II-C.  自主規制機関を補うため、日本の金融当局が、会員企業の見解や専門的意見を全面

的に代表するために設置された民間の金融業界団体を支援し、協力することを米国
は要望する。 

 
II-D.  導入されているノーアクションレター制度は限定的であり、広範には利用されてい

ない。そのような状況で、ノーアクションレター制度は、革新的な商品等に対する
規制障壁を緩和したり、日本金融市場の効率改善には十分寄与していない。ノーア
クションレター制度を金融サービス部門の規制の透明性を促進するための効果的な
手段にするために、本要望書の「透明性およびその他の政府慣行」でも推奨されて
いる方策も含めて、必要な方策を日本政府が取ることを米国は要望する。 

 
II-E.  金融庁が新しい金融規則が採択されたり、実施されたりする際のよりどころとなっ

ている方法は、透明性が不十分であり、焦点は限定的となっている。（その方法で
は、選ばれた金融企業のみが、時折相談を受けるのみである。）この方法を、既存
および新しい規則やガイドラインと関連させ、行政手続法の下で、聴聞も含めた公
式の金融庁規則決定手続を採択するよう求める提言を、日本政府は検討することを
米国は要望する。 
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競争政策 
 
I. 独禁法違反の防止   
 
  悪質な独占禁止法（独禁法）の違反の抑止は、効果的な競争法の執行制度にとって最も重要であ
る。しかし、独禁法に規定されている課徴金の水準は、効果的な抑止をするには、あまりにも低す
ぎる。また、悪質な独禁法違反に対してさえも珍しい刑事告発ならびに東京高等裁判所により独禁
法違反を犯した企業や個人に課された低い刑罰は、悪質な独禁法違反の抑止効果を制限してきた。
よって、米国は、日本に対して、以下のことを要望する。 
 
I-A.  課徴金の支払金額の水準を大幅に引き上げる。（共謀による売上の約20％） 
 
I-B.  課徴金の支払命令を現在の独禁法の規定する過去3 年間のみではなく、違法な談合

のあった全期間の売上に適用する。 
 
I-C.  独禁法違反を繰り返す企業に対し、さらに厳しい措置を課す方法を検討する。 
 
I-D.  もっと積極的に独禁法の刑事規定を執行する。また、  
 
I-E.  独禁法の刑事違反を犯した個人に対して、同法が有罪と宣告された個人を実際に刑

務所で服役させることを要求しているとおり、懲役を課すことを裁判官に勧奨する。 
 

II. 公取の執行力の強化   
 
  もし、公正取引委員会（公取）が、その多くは秘密である非競争的行為に対して独禁法の執行を
効果的にしたいのなら、他の主要国の反トラスト執行当局で享受されている調査・執行権限の完全
な整備を持たなければならない。よって、米国は、日本に対して、以下のことを要望する。 
 
II-A.  公取が内部告発者に対し、課徴金支払命令を減免または全免することならびに刑事

告発を差し控えることを認める法人措置減免制度計画を公取が採用することを許可
する。 

 
II-B.  公取の調査権限を現在日本の国税庁や証券取引等監視委員会が享受しているもの並

に強化する。 
 
II-C.  公取の経済分析能力の更なる向上のための努力を強化する。 
 
II-D.  刑事告発手続きを国内の他の経済犯罪に使われる手続きと矛盾しないよう見直す。 
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II-E.  公取の調査への妨害や非協力行為に対する罰則を強化する。また、 

 

II-F.  公取が発動する排除措置命令を違法行為の終了後3年まで認める。 

 

III. 談合の排除  
 

  談合は、日本に依然としてはびこっている問題であり、経済改革の基礎を危うくし、日本の消費者や納税者

に損害を与えている。日本の談合制度をさらに効率的に解体するために、米国は、日本に対して、以下のこと

を要望する。 

 

III-A.  談合に関与した企業に対する指名停止期間を最低9ヶ月間まで実質的に引き伸ばす。 

 

III-B.  談合の関与が発覚した企業へ課された指名停止は、全国を対象にする必要がある。 

 

III-C.  省庁や地方政府の長による政府職員の談合関与調査の終了後、入札談合等関与の排除及び防止

に関する法律によって要求されているとおり、調査の最終報告書を公表することを保証する。

また、 

 

III-D.  国土交通省が財団法人経済調査会および財団法人建設物価調査会による違法談合行為の再発防

止のめに講じた措置ならびに同違法行為について責任を負うべき職員に対してとった処置の報

告書を公表する。  

 

IV.  規制緩和中の産業の競争促進  
 

  日本の規制改革は、市場原理の理解を保証し、日本の独占禁止政策にある程度矛盾しなければ、最も成功す

るであろう。日本の規制改革への努力から最大限の効果を得るために、米国は、日本に対し、以下のことを要

望する。 

 

IV-A.  通信やエネルギー等の規制緩和中の産業において新規参入が既存の支配的 企業 の反競争的・

排他行為により締め出されないよう保証するために、公取が効果的に 独禁法を執行するのに

必要な措置を講じる。 

 

IV-B.     競争原理および分析が、規制緩和の過程で十分に取り入れられることを保証するために、日本

の規制改革計画の開発と履行に関する公取の役割を支持する。 

 

V.  公取の資源   
 

  公取は、効率的に調査を行い、反競争的行為を除き、日本経済に競争を促進するために、引き続き資源の増

加を必要とする。特に、公取は、法律や経済専門ならびに複雑な公益事業分野の構造や活動に精通した職員を
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増やす必要がある。よって、米国は、日本に対して、引き続き公取の職員と予算を十分に、着実に増やし、高

度な法律や経済の教育を受けた人員および通信やエネルギーを含む公共事業市場の詳しい知識を持った職員の

数を増やすことを要望する。 
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透明性およびその他の政府慣行 
 

I.  パブリック・コメント手続 
 

  日本のパブリック・コメント手続は１９９９年に導入されたが、同手続は概して日本の規制制度の透明性

を大幅に改善する形で施行されていない。総務省が2003年8月22日に公表した同手続の実施状況調査では、こ

の手続きの活用に当たり、依然として深刻な欠陥があることが明らかになった。2002年度にパブリック・コメ

ントの対象となった399案件のうち、意見募集期間が少なくとも30日に設定されていた案件は半数にすぎず、

さらには、行政機関が提出された意見を最終規制に取り入れた比率はわずか14.5％という非常に低いものに止

まった。この調査結果は、同手続の運用が不適切であり、政府機関は、規制草案を公表する前に特定利益団体

とその草案を（事実上）策定しているという広がりつつある見解を支持するものである。こうした深刻な問題

に対処し、同手続きを有益かつ効果的な規制メカニズムにするため、米国は、日本政府が以下の措置を講じる

ことを要請する。 

 

I-A.  パブリック・コメント手続の運用を改善し、同手続の有効性の向上と広範な適用を促すため、

規制の設定又は改廃の際には、全省庁が同手続を通して幅広くかつ積極的に意見や情報を収集

すべく下記の措置を講ずることを要請する： 

 

I-A-1.  緊急を要する案件以外は意見募集期間を30日間と義務づけると同時に標準意見募集期間を 60

日間とするよう勧奨すること。 

 

I-A-2.  草案に対して提出されたコメントは、適切な範囲内において、すべて最終規制に取り入れる事

を義務づけること。 

 

I-A-3.  意見提出にあたり、枚数の制限や 80字以内の要約等の過度の要件、ならびに、パブリック・

コメント手続の趣旨に反するその他の要件を課すことを禁止すること。 

 

I-A-4.  一般市民が容易に（同手続の適用対象の当否にかかわらず、）審議会、研究会、勉強会および

その他の検討会による意見募集案件を含む、意見募集案件を１カ所で知ることができる中央シ

ステムを構築すること。 

 

I-A-5.  政府設立機関や認可自主規制機関によって提案された規制・規則等はすべてパブリック・コメ

ントに付され、提出された意見が最終案に適切に反映されるよう真摯に検討することを義務づ

けること。 

 

I-A-6.  パブリック・コメント手続きを、行政手続法に組み入れるために必要な法的措置を講じ、単な

る指針から法律にして強化すること。 
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I-B.  日本の意思決定過程における公正性や透明性およびパブリック・コメント手続の有効性の更な

る向上に向け、米国は、総務省が、一般市民が規制制定過程に参加することの意義に関して議

論するシンポジウムを、駐日米国大使館と共催することを提言する。このシンポジウムは、総

務省が更新されたホームページ内容、パブリック・コメント手続の運用方法、提出された意見

の採用有無の判断、および規制制定過程の改善に向けた今後の取り組み等に関して説明をし、

シンポジウムの参加者が総務省に対して、パブリック・コメント手続に関する質問や問題提起、

そして同手続の改善に向けた提案を行える場とする。 

 

II.  構造改革特別区域（特区） 
 

  日本全国に特区を設立することを目指した日本政府の現行の取り組みを、米国政府は引き続き注視してい

る。特に、現在までに小泉首相により設立された164の特区を米国は歓迎する。規制緩和および構造改革に向

けてのこの新しく革新的取り組みは、日本が持続可能な成長路線へと回復するための重要な機会を与えること

となる。日本がこの計画を実施するにおいて、米国は以下のことを要請する。 

 

II-A.  今後も特区が透明な形で選定され設立されること。 

 

II-B.  市場参入機会の拡大に焦点を当てること。 

 

II-C.  国内外の企業双方が、特区内で事業展開できるよう非差別的なアクセスを確保すること。 

 

II-D.   特区内で成功した措置については、可及的速やかに全国規模で適用すること。 

 

II-E.  米国企業も含め外国企業が特区提案の提出、既存の特区への参加、および特区設立に関わる全

ての過程に参加するにあたり、構造改革特別区域推進本部はこれらの企業と引き続き協力する

こと。 

 

II-F.   評価委員会が特区の成功の是非および全国展開すべき特区の判断を行う際に、以下の事項を担

保すること。 

 

II-F-1.  特区の成功の是非を判断するにあたり開催した会合および利用した情報を公開し、適切であれ

ば、評価プロセスの中で一般市民から意見を募ることにより特区の評価プロセスの透明性を確

保すること。 

 

II-F-2.   評価が決定した際には、一般市民や特区に携わる者の評価プロセスに対する十分な理解を促す

ために、決定評価と関係資料を公開すること。 
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III.  市民参加による法案策定 
 

  米国は、日本の省庁が、法案が国会に提出される前の作成段階で、一般市民に意見表明する機会を提供する

頻度が増えつつあることを評価する。米国は、日本の省庁がこの慣行を引き続き実行することを奨励し、法案

が作成される早い段階で法案に対し意見表明できる一層の機会を期待する。法案作成に対する一般市民の意見

提出機会が必要とされる具体的事例2件は以下の通り。 

 

III-A. 生命保険契約者保護機構  生命保険契約者保護機構（生保ＰＰＣ）に資金提供を行なう現行

制度は、2006年3月末に失効する。米国は、日本政府に対し、セーフティネットの仕組みを

徹底的に見直すために速やかに金融審議会を召集するとの約束を実行するよう求め、より

効率的で持続的なセーフティネット制度を確立するための法律を、2006年3月に現在の暫定

措置の期限がきれる前に制定するよう求める。生保ＰＰＣの改革のための法律は、国内生

保および外資系生保の双方の財政基盤、運営、ひいては生保業界に対する国民の信頼にも

大きな影響を与える可能性がある。従って、米国は、日本政府に対し、パブリック・コメ

ント手続きを最大限に利用・実施するよう求め、生保業界（国内生保および外資系生保）

とすべての利害関係者が、保険業法の改正案、生保ＰＰＣの改革法、または、生保ＰＰＣ

に係る他の既存の法律や規制に関し、それらが国会に提出されたり実施される前の段階で

情報を入手し、コメントし、政府関係者と意見交換を行なう有意義な機会が確保されるよ

う要請する。これらの機会には、日本政府が召集する可能性のあるワーキング・グループ

やそれらのグループの構成部分に貢献する等、生保ＰＰＣを改革するための審議に積極的

に貢献することを含む。 

 

III-B. 損害保険契約者保護機構  米国政府は、損害保険契約者保護機構（損保ＰＰＣ）に対する資金提

供に関する法律が検討される場合には、日本政府に対し、III-A.の生保ＰＰＣの事例と同様に取り

組むよう要請する。 

 

IV.  特殊法人 
 

  米国は、道路公団や郵政公社の民営化を含む日本の特殊法人を民営化および再編するという小泉首相の意欲

に注目している。米国はまた、この改革が積極的に推し進められれば、競争と効率の向上が促され、また資源

のより生産的な活用をもたらすような重要な影響を日本経済に与えることになると考える。特殊法人改革にあ

たり、米国は、日本に対し、以下の措置を要請する。 

 

IV-A．  特殊法人の民営化および再編を透明な形で行うこと。 

 

IV-B.  特殊法人改革によって影響を受ける、あるいは影響を受ける可能性のある国内外の民間機関に

対し、パブリック・コメント手続きの適用などを通して、意見を提出する意義ある機会を確保

すること。 
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V.  郵便金融機関 
 

  郵便金融機関（郵便貯金「郵貯」、簡易保険「簡保」）が日本の金融市場の効率的な運営に与える影響につ

いて経団連、その他の機関が表明している懸念を､米国政府は引き続き共有する。 

 

V-A. 透明性：簡保商品および日本郵政公社による元本無保証型の「郵貯」投資商品の開発及び販売に

係る法律の改正案の策定につき、米国政府は、総務省が、関連分野における民間活動に影響を及

ぼしうるあらゆる面について、一般市民(外国保険会社も含む)への十分な情報提供および意見の

収集を行う手段を講じることを要請する。それは、保険業界や他の民間関係機関(国内外を含む)

が､以下の事項に関し、意見を述べ、また総務省の職員と意見交換する有意義な機会を提供する事

を含む。 

 

V-A-1. 国会提出前の総務省のプランや法案。 

 

V-A-2. パブリックコメント手続きの最大限の活用と実施を伴う実施段階前のガイドライン案や他の規制

措置。 

 

V-B. 拡大抑制：米国は日本に対し、郵便金融機関（簡保と郵貯）が民間が提供できるいかなる新規の

保険商品の引き受け、或いは新規の元本無保証の投資商品を提供することを、これらの金融機関

が享受してきた競争上の利点が取り除かれるまでは、禁ずることを求める。そのために、米国は

日本政府に対し、新規の商品に関し、１９９４年の日米保険協定に規定されている新規商品の検

討び認可手続に関する日本の約束を再確認するよう要請する。 

 

V-C. 同一スタンダード：米国は日本に対し、郵便金融機関と民間の競合会社間の公正な競争確保のた

め、郵便金融機関に民間と同一の法律、税金、セーフティネットのコスト負担、責任準備金条件、

基準、及び規制監視を適用することを提言する。 

 

V-D. 民営化：米国政府は、２００７年４月の郵政民営化を目標に、小泉首相が竹中経済財政金融担当

大臣に、簡保、郵貯を含む郵政３事業の民営化プランを、２００４年秋までに作成するよう指示

したことを特筆する。現行制度のいかなる変更も日本の広範な保険市場における競争及びその効

果的な運営に重要な影響を与えるため､民営化に関するすべての意志決定及び実施についてはオー

プンで透明性のある方法で行われることが重要である。これには、上記Ｖ－Ａに述べられている

ものと同様の措置が含まれる。 

 

VI.  共済  ―同一スタンダード― 
 

   共済は、民間と直接競合する各種の保険商品を提供し、日本の保険市場において相当なマーケットシェア－

を有している。管轄省庁が規制をしている共済もあれば、（例えば、農林水産省は農業共済を規制している）、

全く規制をされていない（根拠法のない）共済もある。根拠法のない共済に対する規制制度の欠如及び、その
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他の共済に対する弱い規制制度は、日本政府の健全かつ透明な規制環境を企業並びに保険契約者に提供する能

力を損なうものであり、また、共済がビジネス､規制及び税の観点から民間の競合会社に対し大幅に有利に立つ

要因となっている。米国は日本に対し、共済と民間競合会社間の公正な競争確保のため、すべての共済事業者

に民間と同一の法律、税金、セーフティネットのコスト負担、責任準備金条件、基準及び規制監視を適用する

ことを提言する。 

 
VII.  法令適用事前確認手続（ノーアクションレター手続）  
 

   行政機関による法律や規制の解釈、並びに、事業取引計画や事業活動計画を実現するにあたり許認可の取得

が必要か否かについて疑問を抱く制規会社は、ノーアクションレター手続に基づき、所管行政機関に対して当

該事項に関する事前確認を求めることができる。同制度の導入から２年以上が経つが、同制度は、ほとんど活

用されていない。この現状は３つの主たる要因によるものと米国は考える：a）規制当局との非公式の話し合い

の場において、照会者が、当局の公式見解が否定的なものになると認識し、照会を取り下げるため、ｂ）規制

当局が、照会に関する質問は照会者自身が判断すべきであるという理由で照会を受け付けないため、つまり、

照会者自らが、法律を解釈せねばならず、また、後に規制当局者の検査対象となる。ｃ）規制当局が照会事項

は現行の事業活動の範疇にあり新規事業に該当するものでないとの理由で照会の受け付けを拒否するため。照

会が非公式に拒否されたり事前審査を受けるということは、一般市民にとり入手可能で指針となる規制の解釈

体系が確立されていないことを意味し、規制プロセスの明確さや透明性の減損を意味する。例えば、自己判断

にまかせるという規制当局の曖昧な対応のため、照会企業は検査や執行段階において制裁措置を受けるのでは

ないかという懸念から、自己判断を行うことに当然消極的になる。 

 

VII-A. 透明性：米国は、日本の省庁はノーアクションレター手続を通して行われた照会を歓迎するとい

う旨を明確にするとともに、当該照会内容が管轄外であるか、または、すでに回答を得ている

（以前の照会を含む）場合を除き、所管省庁はすべての照会を正式に受理し検討することを要請

する。また、米国は、所管省庁が照会は自己判断事項であるとの回答を行う場合には、その旨を

文書化し公的記録として公表するよう要請する。更に、米国は、新規事業および現行の事業活動

に関する照会も同手続の対象となるよう、同手続および法令解釈判断の対象を拡大することを要

望する。 

 

VII-B. 効率的規制：米国は、規制プロセスの効率を高めるために、ノーアクションレター手続きの活用

を大幅に拡大するよう日本の省庁に要請する。同手続きは、特定の規制解釈に関して、極めて集

中的かつ事実に基づく形で、規制当局者と照会者が合意を得る効率的な機会を提供する。また同

時に、同様な状況にある制規企業に対し、一般的な指針を提供することとなる。公式な手続きは、

制規事業者に公平な競争の場を確保するとともに、規制当局が法令解釈を公開することを通じて、

長期的には企業が当該法令を自主遵守することを促し、結果、規制当局は、より広範な規制作成

および政策課題に資源を集中させることが可能となる。 

 

VII-C. 是正措置：米国政府は、規制政策に関する重要な指針を企業に提供するノーアクションレター手

続が広く活用されていない産業について、総務省の行政評価委員会が極秘に評価するよう要請す
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る。同委員会による評価は、ノーアクションレター制度が十分活用されていない理由に焦点を当

て、有意義な目標の設定を含めた是正措置を取ることにより、多くの照会が規制当局によって処

理される効果的な制度を構築すべきである。そのような措置には以下の事項を含む。 

 

VII-C-1. 在日米国商工会議所及び国際銀行協会を含む産業組織及び業界団体が､会員の特別な関心事項に関

しノーアクションレター手続に基づいた照会を行うことを可能とする。 

 

VII-C-2. 法律事務所､会計事務所､ビジネスコンサルティング会社､及びその他同種の会社を含む、専門サー

ビス組織が、匿名の顧客に代わりノーアクションレター手続に基づいた照会を行うことを許可す

る（照会内容が仮説的でなく、また、特定の取引に関する許可申請に際しては、関係者情報の公

開が必要であるという認識のもと）。 

 

VII-C-3. ノーアクションレター制度をいかに改善し､日本の規制制度改善のために活用しうるかについて産

業界の意見を聞くため、総務省と規制当局が共同して年次の合同会議を開催することを奨励する。 
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法務サービスおよび司法制度改革 

 

I. 法務サービス 
 

I-A.  提携の自由：米国は、日本が2003年夏に”外国弁護士による法律事務の取扱に関する特別措

置法 (外弁法)”を改正し、外国弁護士と日本弁護士による提携の自由に関する規制を実質的

に取除いたことを高く評価する。この事は、遠大な影響をもたらし、また、日本の消費者が国

際的法務サービスを効率的かつ適時に利用することを可能ならしめるために、ぜひとも必要と

されるものである。しかし、この法改正は、可及的速やかに、かつ、改正法の自由化に向けた

目的を損なうことなく実施されるべきである。従って、米国は日本に対して、以下の措置を講

じることを提案する。 

 

I-A-1.  改正外弁法の提携の自由に関わる条項が、2004年9月までに施行されるように、必要なすべて

の措置を講じる； 

 

I-A-2.  日本弁護士連合会（日弁連）および地方弁護士会が、登録された外国法事務弁護士 (外弁) が

投票権を有する会員となることを認めること、 また、外弁が外弁法および弁護士法の改正に

伴う規則、規制の素案作成にたずさわる全ての委員会、研究会に完全なかたちで参加すること

を認めること、さらに、日弁連がそのような規則および規制の素案をパブリック・コメントに

付するために、最終決定がなされる代議員会および（あるいは）総会に相当期間先立って公表

することを担保する。 

 

I-B.  専門職法人および支所：外弁および外国法律事務所は、日本弁護士が日本において法務サービ

スを提供する業務形体と同一の形体を選択することが許されるべきである。米国は、外弁によ

る専門職法人設立の制度化について検討をおこなうとする日本の言質を歓迎する。この関連で、

米国は日本に対して、以下の措置を講じることを要請する。 

 

I-B-1.  外弁が、原資格国における組織の支店を日本において開設することの代案として、日本弁護士

による専門職法人と同一の位置づけ、また、利便をそなえた専門職法人を設立することを許可

する； 

 

I-B-2.  外弁による法律事務所および ”共同事業”が、日本弁護士による専門職法人と同一の位置づ

けで、その支所を日本全国に設置することを可能とする。 

 

I-C.  外弁に関する資格基準の最小化：日本に対して長期的な関心を有し、外弁資格を取得しようと

する外国弁護士を励ますために、米国は日本に対して、外弁が日本において原資格国法に関す

る業務をおこなった全ての期間を、外弁資格の3年間の職務経験要件に算入することを認める

ことを要請する。 
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II．司法制度改革 
 

  行政機関に対する司法による監視：法の支配に基づく近代的司法制度の基本原則は、行政による決定あるい

は行為により不利益を被った者は、裁判所あるいはその他の独立機関による効果的再審理を求めることが可能

なことである。これに関連して、米国は、既存の行政訴訟制度を包括的に見直し、2004年11月30日までに必要

な改善をおこなうとする日本の公約を高く評価する。米国は日本に対して、以下の措置を講じることを要請す

る。 

 

II-A.  包括的見直しに、行政による規則や決定に対する司法による再審理を求める者に課せられた既

存の要件に必要な修正を加え、行政による規制行為の結果、根本をなす法制度の広範にわたる

利害関係の範疇に属する損害を被った者は、そのような行為を適切な裁判所に提訴することが

できるものとする； 

 

II-B.  司法制度改革推進本部がこの分野において提起する改正案の詳細をパブリック・コメントに付

するため公表する。 
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商法 

 

I．近代的な合併手法の採用 
 

  日本経済の再活性化は、企業再構築の奨励、内外からの投資拡大によって促進される。対価や取引構造の多

様な形体に依るところの大きい近代的合併手法の利用可能性は、そのような過程において極めて重要である。

日本は、改正産業活力再生特別措置法のもとで行われる企業再編について、三角合併およびキャッシュ・マー

ジャーという手法の使用を許可することにより、その第一歩をしるした。しかし、外国投資家がこれらの手法

を使用する場合には障害があり、また、それらの手法は、同法の範囲外において合併や再編を模索する企業に

とっては利用することが出来ない。従って、米国は、日本が近代的合併手法、特に三角合併及びキャッシュ・

マージャー（ショート・フォーム マージャーを含む）を、日本において活動あるいは投資をおこなっているす

べての企業に対して、法的にも実践的にも利用可能なものとするために必要な手段を執るとを奨励する。この

目的のために、米国は日本に対し、以下の措置を講じることを要請する。 

 

I-A.  2003年末までにパブリック・コメント手続に付するために公表される2004年度商法改正の中

間試案の中に、三角合併およびキャッシュ・マージャー手法を利用可能とするため、合併対価

に対する柔軟性を導入する旨､ また、ショート・フォーム （スクイーズ）マージャーを導入

する旨の提案を含める； 

 

I-B.  改正産業活力再生特別措置法における関連条項の実施状況を点検し、国内及びクロス・ボーダ

ー取引の双方において、前述のような合併手法を最大限に利用することを阻害している障害を

検証し、2003年度末までに、改正産業活力再生特別措置法あるいは改正予定の商法において、

前述の合併手法の利用に対する障害を低減あるいは除去するために適切な行動を執る。 

 

II. 積極的な委任投票による株主利益の増進 
 

  高齢化社会において快適な引退を担保しようとするなか、日本は多くの深刻な課題に直面している。この課

題を取扱う際の一つの重要な方法は、公的および民間の年金基金、また投資信託による投資が慎重にして、か

つ、最大の利益をもたらすことを確保することである。様々な調査は、優れた企業統治制度を採用する企業 -- 

そのような制度は、株主による積極的な議決権行使を通じて、企業経営者に説明責任を課す -- は、そのような

企業統治制度をもたない企業の業績を凌駕していることを明らかに示している。年金基金や投資信託などの大

規模な機関投資家による積極的な株主権利の行使は、日本国民が手にする投資収益に直接的に影響を与える。

従って、米国は日本に対して、以下の措置を講じることを要請する。 

      

II-A.  公的年金基金．年金資金運用基金、国民年金基金、厚生年金基金、その他の政府系年金基金が、

受益者を代表し彼らの投資価値を最大化するための株主委任投票に関する政策あるいは指針を採

択、あるいは、基金運用責任者に採択を義務付け、そのような政策・指針、また実際におこなっ

た委任投票の記録を公表することを確保する。 
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II-B.  民間年金基金運用責任者．民間年金基金運用責任者に対して、委任投票政策あるいは指針を採択

し、それらを彼らの顧客および受益者に知らしめ、受益者の利益のために議決権を代理行使する

ことを勧奨する。 

 

II-C.  投資信託および登録された投資運用会社．投資信託および登録された投資運用会社に対して、委

任議決権行使に関する政策および手続を採択、公表すること、また実際の委任投票の結果を保管、

公表することを義務付けること。 

 

III. 内部告発者の保護を通じた優れた企業統治の促進 
 

  法律や規制に対する企業の遵守に関して、株主や経営者に対して情報の流れを阻害する企業文化は、企業が

問題を迅速かつ効果的に解決することを妨げ、また、投資に関する意思決定を行う際に、誠実な情報開示に依

存する日本（および外国）の株主を害する。企業の従業員が、報復や差別を恐れることなく、企業による法律

や規制の遵守の不履行に関する情報を、経営者あるいは規制・捜査当局に知らしめることができれば、それは

企業自身また社会全体の利益となる。従って、米国は日本に対して、以下の措置を講ずることを要請する。 

 

III-A.  従業員が企業による証券取引法に関連する法律、規則、規制に対する違反行為、あるいは株主

に対する欺瞞的行為、不当な情報提示などの証拠を報告した際に、企業および役員が、その従

業員を解雇、降格、その他の不利益処分をおこなうことを禁ずる法制を、2003年度末までに導

入する。そのような法制は、以下措置を提供すべきである。 

 

III-A-1.  損害賠償、また、違法行為がなかった場合の当該従業員の先任権の復活を含む民事的救済； 

 

III-A-2.  違法行為に関わった自然人および法人に対する刑事罰。 

 

III-B.  株式公開企業に対して、従業員が、欺瞞的行為、証券取引法あるいはその他の規制違反に関し

て、適切な役員に秘密裡に匿名によって報告ができる制度を採用することを義務付ける。 

 

IV. 裁判外紛争処理手続（ADR）の育成 
 

  ADRメカニズムは、個人や企業が紛争を効果的かつ経済的に解決することを助ける上で重要な役割を果すこと

が出来る。米国は、日本が国内におけるADRの役割を改善するために取りつつある措置に勇気づけられる。容

認された国際慣行に完全に一致し、ユーザーのニーズに柔軟に対応できるようにするためにADRメカニズムの

自由な発展を可能にする日本におけるADR体制は、商業部門のみならず日本社会全体にとって極めて大きな利

益となる。この関連で、米国は日本に対して、以下の措置を講じることを要請する。 

 

IV-A.  非弁護士が、調停、仲裁あるいはその他のADR手続において、一般的に、 中立的立場で行動

することを容認する法案を 2004年に提出する。 
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IV-B.  ”原則自由、例外規制”の方針に基づき、一般的に自己規制また高い水準のADRサービスが利

用できることを確保しようとする市場の圧力に依存する ADR体制に向けて歩を進める。特に、

新しいADR体制は、以下の点を満たすべきである。 

 

IV-B-1.  ADR中立者あるいはADRサービス機関に対して、強制的ADR中立免許制を制度化することを差

し控える； 

 

IV-B-2.  ADR手続を使用しようとする関係者が、一般的に、適用される規則、手順、基準について合意

することを容認することによって、ADR手続が個々の状況に柔軟に対応することが出来ること

を確保する。 
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流通 

 
I．空港着陸料の改革 
 

  成田空港と関西国際空港の着陸料は世界で最も高い水準にある。着陸料引き下げは、消費者益となり、また

航空業界の財務体質改善を促し、広く経済一般の成長を刺激することともなる。   

 

米国は日本に対し、以下のことを要望する。 

 

I-Ａ.  日本の消費者と産業界に益をもたらすよう、成田空港と関西国際空港の着陸料を速やかに引き

下げる。 

 

I-Ｂ.  日本の国際空港の着陸料計算に使用されている計算方法に関してパブリック・コメントの機会

を設ける。 

 

I-Ｃ.  着陸料計算は透明性のあるものとし、内部相互補助を禁じる国際航空運送協会（ＩＡＴＡ）の

指針に従い、空港滑走路と施設利用に関連したコストのみにより構成されるものとする。 

 

II．航空会社による航空券の販売 
 

  日本は、航空会社により販売される航空券に対して、ＩＡＴＡ運賃の70％割引下限を決めている数少ない国

の一つである。これは、航空会社が競争力のある割引運賃を提供する妨げとなっている。この慣行をなくすこ

とにより、旅行の選択を旅行者がより自分でコントロールできるようになり、多種類の運賃へアクセスが可能

になり、旅行の創出を刺激する。航空券のＩＡＴＡ運賃 70％割引下限を強いる慣行を排除することにより、イ

ンターネットや航空会社による他の公示航空券販売の競争市場を作り出すことを、米国は日本に要望する。 

 

III．価格設定に関する2重の足かせ 
 

現行の国土交通省の規則では、航空会社によるすべての航空運賃変更は、30日前までに届け出なければなら

ないこととなっている。実際には、この規則は首尾一貫しない形でしか運用されていないうえ、インターネッ

トやコンピューター申告制度が利用可能な時代に、旧態依然としている。世界におけるビジネスのペースは、

日々変化する競争市場において、航空会社が航空運賃を設定する能力の足かせとなっているこの時代遅れの慣

行を、日本に排除する必要を迫っている。現行制度は消費者と航空会社のコストを高くしている。さらに、日

本は、ＩＡＴＡ運賃下限設定の場合と同じように、このような古い慣行を維持している数少ない国の一つであ

る。現在の慣行に規則を合わせるよう、米国は日本に対して、30日前の航空運賃変更届出制を廃止するよう要

望する。 

 

 



 51 
 
 

 

IV．国際物流特区における時間外手数料のさらなる低減 
 

  2003 年 4 月から開始された国際物流特区における時間外手数料の削減は、日本の国際港の競争力を強化した。

米国は日本に対し、成長へ向け、通関時間外手数料をゼロにするようアクションを取り続けることを要望する。 

 

V. Ｕ申告利用の拡大 
 
  保税輸送により東京航空ターミナル（ＴＡＣＴ）以外の保税倉庫へ輸送される貨物に関して「Ｕ申告制度」

が適応されることを、米国は日本に求める。 

 

VI．通関情報処理システム（ＮＡＣＣＳ） 
 

VI-Ａ.  米国は日本に対し、Ａｉｒ-ＮＡＣＣＳ料金体系の更改と改善に関する中間報告書（2004年3

月頃取りまとめが予想されている）に対するパブリック・コメントの機会を設けるよう求める。 

 

VI-Ｂ.  また、米国は日本に対し、日本が最終報告書を完成させ、2004年9月にその提言を実施する前

に2004年6月が締め切りとなっている最終報告書の初期草案をパブリック・コメントに付す

ことを求める。 

 

VII. フレイトフォワーダー契約 
 

  「ドアからドアまでのサービス」を提供できるよう、外国航空会社が、日本国内の宅配便に関して、日本の

空会社と契約できる権利を認めるよう米国は日本に要望する。 

 

VIII. 課税計算に関してＣＩＦ価格（ＦＯＢ価格、保険料、運賃）からＦＯＢ価格（本船積み込
み渡し価格）への移行 
 

  国際配送商品の課税計算で日本がＣＩＦ価格を使用していることにより、配送商品に保険料と運賃が足され

ている。これにより、課税最低価格である10,000 円を超える配送商品の数が増加する。米国は日本に対し、税

関および関税局の担当者の処理効率を促進し、日本への輸入コストを低減させるために、入力の際にＦＯＢ価

格方式を採用するよう要望する。 

 

IX. クレジット/デビットカードおよびＡＴＭサービスの利用および受け入れ促進 
 

  世界的に見て、クレジット/デビットカードおよびＡＴＭカードの利用は急速に増加している。これらのカー

ド利用は、消費者の利便性向上につながり、小売部門に益をもたらしている。北米および欧州では、全店舗の

90％がクレジット/デビットカードを取り扱い、同地域では、全購入の34%がこれらのカードでなされる。日本

での店舗の取り扱いは、たったの 45％であり、これらカードでの購入は8％にとどまっている。昔からの店舗
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やＡＴＭにおいてカードの受け入れがよくないことは、日本への海外からの訪問者からよく聞かれる不満であ

る。米国は日本に対して以下を要望する。 

 

IX-Ａ．  ビジネスによるクレジット/デビットカードの利用と、政府サービスへの支払いに対するカー

ド利用を促進。 

 

IX-Ｂ．  日本のＡＴＭネットワークが国際ＰＩＮセキュリティーおよびネットワーク暗号化標準に強制

的に準拠するようにする。 

 

IX-Ｃ．  日本クレジットカード協会（ＪＣＣＡ）が有するクレジットカード取引ターミナルの標準化と

管理の役割を排除し、「クレジット認証ターミナル」システム（ＣＡＴ共同利用システム）よ

り、国際的に受け入れられているシステムの利用を促進させる。 

 

IX-Ｄ．  クレジットカード不正利用に関する法・規制を厳しく施行する。 

 

＊ ＊ ＊ 


